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要約 

 
 本調査研究報告書は、近年における中小企業の海外展開の実態を分析し、その動向を把

握するとともに、新たに生じつつある課題とその対応の方向を明らかにしようとするもの

である。 

 中小企業の海外展開は、貿易（輸出、輸入）、対外直接投資（現地法人設立、製造・販売

拠点の設置等）、業務提携（技術提携、製造・販売委託等）など様々な態様をとるが、情報

の取得可能性などを考慮し、本報告書では中小企業者が輸出取引の当事者となる直接輸出

および現地法人の設立や製販拠点の設置などを伴う海外への直接投資に絞って取り上げる

こととした。実態分析は、海外展開の推移等に係るマクロ的な分析と個別中小企業の取り

組みに関するミクロ的な分析を行った。前者は中小企業白書その他の文献によるデータに

よりトレンド分析を行い、後者については海外展開に取り組んでいる 16 社の中小企業に

対するインタビュー調査を行った。マクロ分析により、近年輸出や直接投資に取り組む中

小企業数が増加しており、総輸出額に占める中小企業輸出の比率の増大や海外子会社保有

率の増加をもたらしていることが明らかとなった。他方海外展開を行う動機としては自社

製品に自信をもち海外市場を成長のきっかけとしようとする中小企業がある反面、取引先

の海外移転やコスト削減要請により国際化せざるを得ない中小企業が多いこと、取引先か

らの要請によらず自社の判断により海外進出を行う中小企業が増加していることが分かっ

た。 

 インタビュー調査の対象は、海外展開を真剣に検討している中小企業であるが、その多

くはこれまで輸出や海外投資の経験の少ない企業であった。そして輸出を指向する企業で

は多品種少量生産型製品の輸出への取組みが多く、その発展を図るためには従来の代理店

やバイヤー依存の輸出ルートでは問題があること、投資指向企業については経験や経営資

源に余裕の無いことが種々の問題を発生させていることなどが明らかとなった。 

 以上の実態分析から「中小企業の国際展開は輸出、直接投資両面において近年急速に拡

大しつつあるが、輸出面では「多品種少量生産型輸出の増大」、直接投資面では「海外投

資の大衆化」といった質の変化を伴っている。このような変化は、小ロット商品のグロー

バル輸出のための適切な輸出チャネルの必要性や、海外事業経験が少なく経営資源に余裕

のない中小企業の海外進出による事前準備や現地への対応力の不足などの課題を発生させ

ている。このような新たな課題の発生は、新たな政策需要を発生させ、一定の政策的支援

措置の実施を要請している。」との仮説を導き出した。 

この仮説に対応するものとして、最後に「グローバル市場に対する多品種少量生産型輸

出を円滑化するため、中小製造輸出企業と海外輸入企業・顧客の仲介を行う「多機能サー

ビス提供事業者（国際貿易コンバータ）」の育成を図ること、海外投資の大衆化に対応する

ため、①見通し情報の提供、②ヒューマン・コンタクトの場の設定、③現地におけるコー

ディネーターの確保等を行うことが必要であり、適切な政策的支援措置を検討すべきであ

る。」との提言を行った。 

 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



目次 

 

 

調査概要 ··········································································································· 1 

 

第 1 章 調査研究の枠組み ··················································································· 3 

１  調査研究の背景と目的 ················································································ 3 

 ２  調査研究の対象―「国際展開」の概念― ························································ 3 

３  調査研究の方法 ························································································· 5 

 

第 2 章 中小企業の国際展開の実態 ······································································· 7 

 １  中小企業の貿易及び投資の推移 ···································································· 7 

 ２  国際展開の動機と課題 ··············································································· 12 

 

第 3 章 事例調査にみる最近の動向と課題 ····························································· 17 

 １  国際展開の概要 ························································································ 17 

 ２  国際展開の取組みの実態 ············································································ 19 

  (1)海外事業の経験と動機 ·············································································· 19 

  (2)自社の強みと海外戦略 ·············································································· 21 

  (3)海外事業展開上の課題 ·············································································· 22 

 

第 4 章 新たな課題の発生と対応の方向 ································································ 25 

 １ 海外展開における新たな動き ······································································ 25 

 ２ 新たな課題の発生 ····················································································· 26 

(1) 輸出企業に関する課題 ············································································· 26 

(2) 海外投資企業に関する課題 ······································································· 27 

３ 対応の方向 ······························································································ 28 

(1) ｢多品種少量生産型輸出」への対応 ···························································· 28 

(2) 「海外投資の大衆化」への対応 ································································· 29 

 

企業事例 １～１４ ···················································································· 35～48 

 

 

資料 1 平成 24 年度調査「地域中小企業における国際展開の取組み事例および課題に 

関する調査研究」の主要インタビュー項目 ················································· 49 

資料 2 参考図書、参考資料 ··············································································· 50 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 
 

調査概要 

 

1. 調査の背景と目的 

 

急速な円高と国際化の進展は、地域の中小企業の今後の経営方針に多大な影響を

与えている。事業環境が大きく変化する中で、海外への進出や海外との取引は地域

の中小企業にとって重要な選択肢の一つとなっており、海外事業により新たな市場

や経営資源、競争力を獲得しようとする中小企業が増加しつつある。しかし多くの

中小企業にとっては、これらの事業は経験のない分野であり、どのように対応すべ

きか悩んでいる。 

本調査研究は、中小企業の国際化の傾向を分析するとともに海外事業に関心を有

する中小企業の事例調査を行うことにより、近年における中小企業の海外事業の動

向と新たな課題を探り、中小企業の国際展開の円滑化に資することを目的とする。 

 

２.調査手法 

  

中小企業白書、通商白書および独立行政法人中小企業基盤整備機構（以下「中

小機構」と略称する。）の「中小企業海外事業活動実態調査報告書」等を基礎資料

としてマクロ的な動向を分析するとともに、海外展開に関心を有する地域中小企

業についてインタビュー調査を行い取組みの実態を分析した。これらの分析に基

づき中小企業の国際化に関する新たな課題と対応の方向について考察した。イン

タビュー調査に当たっては中小企業 16 社の多大なご協力をいただいた。また当機構国

際支援センターおよび東北、関東、北陸の各地方本部の支援を得た。 

 

３.調査体制 

 

＜担当＞ 

中田哲雄  中小機構 経営支援情報センター リサーチャー 

＜ナレッジアソシエイト＞ 

土肥一忠  時事総合研究所 客員研究員 

＜事務局＞ 

国広 誠  中小機構 経営支援情報センター センター長 

阪上 哲        同上        統括ディレクター 

根耒義將        同上        ディレクター 

   

４．執筆体制 

 

第１章～第 4章 中田哲雄 

事例      中田哲雄、根耒義將 
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第 1 章 調査研究の枠組み 

１ 調査研究の背景と目的 
本調査研究の背景等については、「調査概要」で述べたところであるが、もう少しこ

れを敷衍しておこう。1960 年代以降のわが国経済の開放経済体制への移行、1970 年

代の通貨危機、1986 年のプラザ合意を契機とする急激な円高およびこの間の開発途上

国の工業化の進展等を背景に、中小企業製品と開発途上国製品の内外市場における競

争が激化した。この結果、輸出産地の衰退などにより中小企業の輸出は減退し、代わ

って海外の現地生産による安価な労働力の活用や販売拠点の設置による成長市場への

参入等を目指す海外直接投資が増加していった。その後のグローバル経済の深化によ

りこの傾向は加速されていったが、近年新たな動きが生じてきた。一つは中小企業の

直接輸出の復活であり、他の一つは海外投資のすそ野の拡大である。現時点ではこれ

らの動向は必ずしも明らかになっていない。その原因は貿易・投資ともに企業規模別

の統計がなく、中小企業の国際展開を実証的に裏付ける分析が困難であること等によ

る。しかし、グローバル化の進展に伴い世界規模での需給構造が大きく変化する中で、

海外への進出や海外との取引は中小企業にとっての重要な経営戦略の一つとなってい

る。また、中小企業の国際化が経済の活性化や国内雇用の増大をもたらすものとして

我が国の成長戦略上重要な位置を占めていることを考えると、近年における国際展開

の実態を可能な限り把握し、その課題と対応の方向を探ることは意義あるものと考え

られる。 
本調査研究は、前述の通り文献調査により中小企業の国際展開のトレンドを分析す

るとともに、インタビュー調査によって海外事業に関心を有する中小企業の取組みの

実態を明らかにする。そしてこれら実態の分析を踏まえて中小企業の国際展開に関す

る新たな課題と、これに対応するための支援の方向を探り、中小企業の国際展開の円

滑化に資することを目的とする。 

 
２ 調査研究の対象―「国際展開」の概念― 

本調査研究のテーマである、中小企業の「国際展開」とはどのような概念であろうか。

「グローバル化」や「ネットワーク（経済）化」等のコンセプトとどのような関係にある

のであろうか。 

まず、企業の「国際展開」とは企業が「国際化」事業を実施すること（実施のための準

備等の取組みを含む）と定義しておこう。企業の国際化とは「企業の経営活動の範囲が国

内から海外へ拡大することである」1とされ、あるいは「国内経営から国際経営に至るまで

のプロセスを意味している」2と説明される。より具体的には「企業が、1. 直接輸出及び

2. 間接輸出、3. 直接投資、4. 業務提携を行うこと」3である。これに対して企業の「グ

ローバル化」は「世界規模で経営活動の相互依存関係が進んでいく状態を指している」4も

                                                  
1 額田春華､山本聡他(2012)『中小企業の国際化戦略』pp3-4 
2 浅川和弘(2003)『グローバル経営入門』p5 
3 2011 年版中小企業白書脚注 13。輸入、間接投資、対日投資は「国際化」から除いている。 
4 前掲『グローバル経営入門』p5 
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のと理解され、また企業における「ネットワーク化」は、海外子会社がネットの結び目(node)

として機能する状態となることと説明される5。 

本レポートでは、「中小企業の国際化」とは「国内で事業を行っている中小企業が海外

市場や外国企業に対して貿易、投資、提携関係の構築などの事業を実施していくこと」と

定義する。なお、「グローバル化」について論じることは本レポートの目的ではないが、こ

こでは「国内、国外がシームレスに連続する一つの事業環境（ボーダーレス）のなかで、

多様な経済活動が展開される経済システムへ移行すること」と理解するものとする。「国際

化」が成熟し、異なった地域に存在する事業体が地球規模で相互に交流し、競争し、連携

する段階ともいえるであろう。 

一般に「貿易」には「直接貿易」と「間接貿易」がある。直接貿易は企業が取引当事者

として自社名により商品・サービスの輸出又は輸入を行うことであり、間接貿易は製造業

者が国内取引により商社に商品を販売し商社が輸出等を行う場合や、下請部品メーカーが

親企業に対して部品を供給し、親企業者が完成品を輸出する場合等である6。間接貿易の場

合には、中小企業は貿易取引の当事者にならない。なお、代理店を通じる輸出の場合は代

理店は手数料収入を得て仲介するにとどまり、輸出取引の当事者とはならないのが一般的

である。このような場合取引当事者は中小企業者であり、その中小企業の直接輸出となる。 

海外向けの「投資」には「対外直接投資」、「対外間接投資」があり、外国企業からの「対

内投資（対日直接投資・間接投資）」もある。対外直接投資は、単独で又は外国企業と合弁

により外国で企業を設立するための株式取得（株式所有比率 10％以上のもの）、外国に支

店や営業所、工場等を設置し、又は拡張するための資金の支払、外国子会社等永続的な関

係のある外国企業の株式の取得又は資金貸付（貸付期間が 1 年を超えるもの）等でいずれ

も経営に影響力を及ぼすことを目的として海外への資金の支払を行うものである7。これに

対し対外間接投資は、配当や金利、キャピタルゲイン（譲渡益）を得ることを目的とした

外国企業等への資金投入であり、株式や債券の取得等の形態をとる8。対内直接投資は、外

国投資家による日本の上場会社・店頭公開会社の株式の取得で株式保有割合が 10％以上と

なるもの、非上場会社の株式又は持ち分の外国投資家以外の者からの取得、日本に支店、

工場等の営業所を設置し、又はその種類・目的等の実質的変更などを行うことである9。 

また「提携関係の構築」は、生産、販売等の委託、技術供与（ロイヤリティー支払）、

従業員の教育研修、情報の提供・コンサルティングその他の事業支援等で、国内企業と外

国企業等との契約によって実施されるのが一般的である。 

 
                                                  
5 前掲『中小企業の国際化戦略』pp14-15。なお、「ネットワーク」の基本的概念は「全体を構成するいく

つかの単位がネット(net)上の形で縦横無尽に結ばれて一体的に機能(work)する関係(relation)」を指すも

のとされる。 
6 中小企業白書では間接輸出を「輸出相手は分かっているものの、自国内の商社や卸売業者、輸出代理店

等を通して行う輸出をいう。」と定義している（2009 年白書、2012 年白書等）。一般に部品の納入や商

社・代理店経由の輸出の場合には「輸出相手は分かっていない」場合が多いので、狭く定義していると

いえる。 
7 「外国為替及び外国貿易法（昭和 24 年法律第 228 号）」第 23 条第 2 項。IMF 国際収支統計における定

義においても投資先企業の普通株式又は議決権の 10％以上を保有することとなる投資を「直接投資」と

している。 
8 同上第 20 条 
9 同上第 26 条第 2 項 
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このレポートでは、上記の国際化の態様のうち直接輸出及び対外直接投資を調査研究対

象とする。間接輸出を対象としない理由は、実態の把握が困難であり、また既に多くの中

小企業によって長期にわたって実施されてきていることによる。ただし親企業の海外進出

やグローバル調達の進展により、近年間接輸出向けの部品・半製品や委託加工の発注が急

速に減少しつつあり、下請中小企業者等に国際化をはじめとする対応を迫っていることに

注意しなければならない。対外間接投資については、投資者の資産運用としてなされる場

合が多いためここでは取り上げない。また対内投資及び提携関係の構築については、デー

タを取得することが困難であることなどから本調査研究では省略する。 

  

３ 調査研究の方法 

 本調査研究の構造は、図表 1－1 の通りである。

まず本章において調査研究の枠組み及び基本概念で

ある「国際展開」の内容を明確化する。次いで中小

企業の海外展開の実態について、マクロ的な推移と

その背景となった事象や課題を概観し、どのような

傾向が見られるか整理する。さらに海外展開を指向

する中小企業に対し「インタビュー調査」を実施し、

海外展開に至る動機や現時点（進出前）における課

題等を分析・整理する。従来の事例調査は既に海外

事業を実施している中小企業の実態を明らかにした

ものが多いが、本調査はもっとも相談ニーズが多い

準備段階にある企業を対象としているところに特色

があるといえる。 

以上の海外展開に関するマクロ的な動向と個別企

業の取組み実態の分析を踏まえて、最近の中小企業

の海外展開に見られる新たな動向と課題について仮

説10を設定して検討する。最後に新たに生じた課題

に対する対応の方向について考察する。 

 マクロ的動向の分析は 2012 年版中小企業白書な

どの限られたデータに依拠するものであり、また事

例分析は 16 社のインタビュー調査による。16 社は

全中小企業をバランス良く代表した「縮図」ではな

い。したがってこれらから推論して得られた仮説は

中小企業全体の動向を正確に示しているという保証

はない。むしろ一定のデータや事例に基づき、中小企業の国際展開に関する一つの視点を

提供するものと言える。今後より多くの事例やデータによって検証が進められ、より多角

的な視点から中小企業の国際化の実像が明らかにされることが期待されるのである。 

 

                                                  
10 仮説については第 4 章（p26～28）に記述してある。 

図表 1－１ 調査研究の流れ

中小企業の国際展開の 

実態分析①（マクロ的動向）

（第 2 章） 

新たな課題の発生 

（第 4 章 2） 

課題に対する対応の方向 

（第 4 章 3） 

中小企業の国際展開の 

実態分析②（事例分析） 

（第 3 章） 

国際展開の新たな動き 

① 多品種少量輸出 

② 海外投資の大衆化 

（第 4 章 1） 

調査研究の枠組みの設定 

「国際展開」概念の提示 

（第１章） 
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第 2 章 中小企業の国際展開の実態 

１ 中小企業の貿易及び投資の推移 
 最初に中小企業の輸出および輸入の推移を見てみよう。図表 2－1 の通り、中小製造業

の輸出額は 2001 年以降順調に増加してきたが、2008 年から減少に転じている。この原因 

 

図表 2－1 中小企業の輸出額等の推移 

 
注  ：1. 「中小輸出額」は、製造業に属する企業であって従業者規模 50 人以上 300 人未満の製造業に属

する企業の輸出額である。 
2. 「中小輸出企業数」は、従業者数 4 人以上 300 人以下の製造事業所で輸出を行っているものの 

企業数である。事業所単位の統計を、企業単位で再集計している。平成 21 年工業統計表による 
と、従業者数 4 人以上の製造事業所を保有する中小企業数は約 21 万企業である。 

     3. 「中小輸出額シェア」は、総輸出額に占める中小輸出額のウェイトである。 
     4.「中小輸出企業数シェア」は、製造業に属する中小企業全体に占める中小輸出企業のウェイトで

ある。 
     5. 「中小輸出額」および「中小輸出企業数」は左軸で、「中小輸出額シェア」および「中小輸出

企業数シェア」は右軸で示す。 

出所：1. 中小輸出額及び輸出額に占める中小輸出額シェアは 2012 年通商白書のデータにより作成。資

料：経済産業省「企業活動基本調査」 

      2. 中小輸出企業数及び輸出企業シェアは、2012 年中小企業白書のデータにより作成。資料：企業

数は経済産業省「工業統計表」再編加工 
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は 2008 年 9 月 15 日に発生したリーマン・ショックとその後の深刻な世界同時不況の影響

によるものであるが、その後の円高にも影響されたものと考えられる。輸出額に占める中

小企業の輸出のウェイトは極めて小さいが、1999 年の 3.1％から 2009 年には 5.2％へと上

昇している。輸出額に占める中小企業のウェイトが小さいのは前述したように間接輸出の

定義が狭いことも影響しているのであろう。ちなみに 2000 年における輸出額に占める中

小企業性製品（中小企業の出荷額が 70％以上を占める製品）の割合は 15.1％であり11、仮

に共存性製品（40.8％、中小企業、大企業の出荷額がいずれも 70％未満の製品）について

中小企業性製品と大企業性製品の割合で分割したとすれば、中小企業性製品分は 10.4％と

なり、中小企業性製品の輸出のウェイトは合計 25.5％となる。 

 中小企業数に占める輸出企業の割合は、2009 年において 2.8%に過ぎない。業種別にみ

ると加工組立型 5.2%、基礎素材型 2.4%に対して生活関連型は 1.2%と、生活関連業種にお

ける輸出企業の割合の低さが眼につく12。かつて日本の貿易を支え、欧米市場を席巻した

繊維・日用品等に係る中小企業性の高い業種において、輸出を行っている企業は 100 社当

たり 1~2 社となっているのである。しかし注目されるのは、リーマン・ショック後も輸出

総額に占める中小企業輸出額のシェアが上昇し、また製造業において輸出に取組む企業の

ウェイトが高まっていることである。世界的な市場の収縮と厳しい円高の下でこのような

状況が生じたことは、内需の落ち込みを輸出でカバーしようとする中小企業の姿を示すも

のであるが、他方ではアジア諸国の工業化により追い上げられてきた中小企業がコモディ

ティ型製品から独自製品へと転換を図り、輸出市場へ戻ってきたことを示唆するものかも

しれない。現に 2001 年から 2008 年までの生活関連型業種における輸出企業数の割合の増

加率は 57.5%に達し、加工組立型の 43.9%、基礎素材型の 43.9%を上回っているのである。 

 図表 2－2 は、中小企業の輸出について今後 3 年程度の方針を訊いたアンケート調査の

結果である。わずか 1 年の期間の変化であり、また調査対象にはもともと国際化指向の強

い企業が多いと推測されるので、中小企業全体の動向を示すものと断定することはできな

いが、「輸出の拡大を図る」とする中小企業が７割近くを占め、かつ、その比率が増加傾向

を示していることは、輸出が中小企業の重要な経営戦略の一つとして復活してきたことを

うかがわせるものである。 

 

 

                                                  
11 2001 年版中小企業白書。「中小企業性製品」とは日本標準産業分類細分類で中小事業所の出荷額が 70％
以上(平成 7 年基準)を占める製品であり、出荷額が中小企業、大企業ともに 70％以下のものを共存業種

製品という。 
12 2011 年版中小企業白書。資料：経済産業省「平成 20 年工業統計表」再編加工。「加工組立型」とは日

本標準産業分類における、はん用機械器具製造業、生産用機械器具製造業、業務用機械器具製造業、電

子部品・デバイス・電子回路製造業、電気機械器具製造業、情報通信機械器具製造業、輸送用機械器具

製造業をいい、「基礎素材型」とは、同じく木材・木製品製造業、化学工業、パルプ・紙・紙加工品製

造業、石油製品・石炭製品製造業、プラスチック製品製造業、ゴム製品製造業、窯業・土石製品製造業、

鉄鋼業、非鉄金属製造業、金属製品製造業をいう。「生活関連型」とは、同じく食料品製造業、飲料・

たばこ・飼料製造業、繊維工業、家具・装備品製造業、印刷・同関連業、なめし革・同製品・毛皮製造

業、その他の製造業をいう。 
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図表 2－2 中小企業の輸出についての今後 3 年程度の方針 

 
 注 ：調査対象は、時系列比較のためジェトロ・メンバーズ企業。サンプル数はｎとして示してある。 

出所：『世界貿易投資報告 2012 年版』ジェトロ（2012 年 9 月）、資料：『平成 22～23 年度日本企業 
の海外事業展開に関するアンケート調査』（ジェトロ）。 

 

次に対外直接投資の動向を概観してみよう。図表 2－3 は海外展開した中小企業数の推

移を示したものである。 

 

図表 2－3 海外展開した中小企業数の推移(法人企業のみ) 

 

注：1. 海外に子会社または関連会社を保有している法人企業数である。 
2.「 %増」の数字は、海外展開した中小製造業・中小非製造業およびこれらの合計の 1996 年、2001 

年を基準とした伸び率である。 
出所：『2008 年版中小企業白書』のデータにより作成。資料：総務省「平成 13 年事業所・企業統計調査」、

「平成 18 年事業所・企業統計調査」および「平成 21 年経済センサス－基礎調査」から作成。 
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中小企業の対外直接投資は、1980 年代後半から増加しつつあったが、バブルの崩壊によ

り多くの中小企業が投資余力を失い、低迷が続いた。しかし 90 年代後半には円高を背景

に再び海外投資は増加の傾向を示した。海外子会社等を保有する中小企業数は 1996 年か

ら 2001年までに 17.3%増加し、2001年から 2006年には 18.6%の増加となったのである。

上図に示すように 1996 年~2001 年の期間においては製造業の海外投資が急増し（38.5%

増）、2001 年~2006 年の期間においては非製造業の増加（20.3%増）が製造業の増加を上

回っている。 

海外子会社を保有する企業の割合の推移を中小企業と大企業について比較したものが図

表 2－4 である。 

 

図表 2－4 海外子会社を保有する企業の割合および撤退率の推移 

 

 
 
注 ：1. ここでいう海外子会社を保有する企業とは、年度末時点に海外に子会社又は関連会社を保有す 

る企業をいう。 
      2. 子会社とは、当該会社が 50％超の議決権を有する会社をいう。子会社又は当該会社と子会社 

の合計で 50％超の議決権を有する会社も含む。 
    3. 撤退比率の中小企業、大企業は、本社が中小企業、大企業であるものをいう。 

4. 撤退比率＝撤退法人数/（撤退法人数＋年度末現地法人数）。 
 
出所：『2010 年版中小企業白書』。資料：海外子会社を保有する企業の割合については経済産業省「企業

活動基本調査」再編加工、撤退比率については経済産業省「海外事業活動基本調査」再編加工。 
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大企業の海外子会社保有率は 1999 年の 28.6%から 2007 年の 28.2%へほぼ横ばいであ

ったのに対し、中小企業は同じ期間に 8.9%から 12.1%へ約 36%も上昇している。とくに

中小製造業は同期間に 11.1%から 17.1%へと約 54%も上昇した。海外子会社を保有する企

業の割合は大企業が圧倒的に多いが、中小企業は早いペースで海外投資を進めてきたこと

が分かる。中小企業の海外展開は進んできたが、失敗するケースも少なくない。同図に中

小企業と大企業の撤退比率を示してあるが、中小企業の撤退比率は大企業よりも相当に高

い。中小機構の「平成 20 年度中小企業海外事業活動実態調査」13によれば、撤退移転案件

241 件の撤退・移転理由として最も多いのは「受注先、販売先の開拓・確保の困難性」（31.1%）

で、以下「生産品質管理の困難性」（18.3%）、「生産コストの上昇」（18.3%）、「日本本社

の事業戦略変更」（17.4%）、「現地パートナーとのトラブル」（16.6%）と続く。これら事

態が生じた背景には情報不足や管理運営面の問題があったものと考えられる。 

図表 2－5 は、中小企業の海外直接投資に関する意識について調査したものである。 

 

図表 2－5 中小企業の海外進出についての今後 3 年程度の方針 

 

 
注および出所は、図表 2-2 に同じ。 

 

この図についても前述の輸出と同様に、中小企業全体の動向を正確に示しているか否か

については留保が必要であるが、年を追うに従って急速に海外の事業規模を拡大しようと

するもののウェイトが増大し、海外への事業展開は行わないとするもののウェイトが減少

している。長期にわたって継続した異常な円高水準が中小企業の経営マインドを大きく転

換させ、海外シフトを加速させたものと見ることが出来る。 

 

                                                  
13 全国の中小企業 55,569 社を調査対象とし、有効回収 6,728 社（有効回収率 12.1％）、2008 年 11 月～

12 月調査実施、2009 年 3 月公表 

(n=557) 

(n=565) 

(n=591) 

(n=685) 
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２ 国際展開の動機と課題 
 以上に見てきたように、輸出に取組む中小製造企業数と輸出額は増加の傾向を示し、輸

出について意欲をもった中小企業のウェイトも増大している。国際化に取組んだ中小企業

はどのような動機によって国際化を進めたのであろうか。図表 2－6 は、国際化を行うこ

ととなったきっかけに関するアンケート調査結果である。 

 

図表 2－6 国際化を行うことになったきっかけ 

 

番号 国際化のきっかけ 比率% 方向性 

1 
自社製品に自信があり、海外市場で販売し

ようと考えた 

38.0  

   

国際化により事業を 

拡大したい。65.2% 
2 取引先に勧められた 21.7

3 取引金融機関から勧められた 0.6

4 同業他社の成功例に触発された 4.9

5 取引先の生産拠点が海外に移転した 23.3  

   

国際化せざるを得な 

い。66.5% 

6 
コスト削減要請に対応するため海外生産の

必要性を強く認識した 

22.2

7 
国内の販売が伸び悩んだため、海外市場に

打って出ようと考えた 

21.0

8 その他 15.0  
注 ：1. 国際化を｢行っている｣と回答した中小企業のみを集計している。 
   2. 複数回答であるため、合計は必ずしも 100 にならない。 
出所：2010 年版中小企業白書のデータを再編し、作成。「方向性」欄は筆者が追加。 

資料：中小企業庁委託「国際化と企業活動に関するアンケート調査」（2009 年 11 月、三菱 UFJ
リサーチ＆コンサルティング(株)） 

 

この調査における「国際化」には直接輸出も対外直接投資も業務提携等も含まれている

ので一概には言えないが、1 の項目は輸出企業からの回答が多く、5 および 6 の項目につ

いては投資関係企業からの回答が多かったのではないかと推測される。 

 上記表の番号 1~4 の回答をした企業は、比較的余裕のある企業であり、自社の自信、他

者からの勧めや触発により新たな事業機会を求めて海外へ進出した企業と考えられる。こ

れに対して 5~7 の企業は受注先の移転やコスト削減要請、国内市場の伸び悩みなど、現状

のままでは事業の継続が困難になる恐れがあるため国際化したものである。いわば「止む

を得ざる国際化」と言えよう。複数回答であるためこれら両方の方向性を示した中小企業

もあるものと考えられるが、単純に比較すると「国際化せざるを得ない」中小企業が半数

近くに達するとみることができる。 

 さらに直接投資について、製造拠点設置目的の変化（東アジア）を見ると、図表 2－7

に見るように、「取引先からの進出要請」によるものが依然として相当あるものの、「取引

先の海外展開への自主判断での追随」がウェイトを増大させている。また 1980 年代半ば

までウェイトの高かった「現地市場の開拓」はその後ウェイトを減少させていったが、2000

年代に入って再び増加に転じている。このような傾向からは、親企業が面倒を見ない 2 次
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3 次以下の加工・部品納入業者が仕事を確保するために海外での生産に踏み切った姿や、

国内市場での販売の停滞から海外の成長市場を目指す中小製造業の姿が浮かんでくる。 

 

図表 2－7 製造拠点設置目的の変化 

 
注 1.「コストダウン（安い人件費の活用等）」は、現地販路開拓はせず、製品を日本へ逆輸入するもの 

である。 
2.「現地市場の開拓」には国内で取引のなかった日系現地進出企業、欧米等第三国の現地進出企業、 

現地地場企業、現地消費者等を含む。 
3.「自主判断による受注確保」（折線グラフ）は、「取引先の海外展開への自主判断での追随」と「現

地市場の開拓」の合計である。 
出所：2006 年版中小企業白書のデータを再編して作成。資料：三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング㈱

「最近の製造業を巡る取引環境変化の実態に係るアンケート調査」（2005 年 11 月） 

 

次に、海外展開した企業が抱えている課題について考察してみよう。図表 2－8 は輸出

企業が直面している商取引面の課題やリスクに関するアンケート調査の結果である。図か

ら明らかなように「現地ニーズの把握・情報収集」が課題であるとするものが 49.8%に上

り、また「現地におけるマーケティング」も 44.1%の者が課題として挙げている。輸出に

取組む中小企業者は増大しているものの、市場情報が不足し、市場への浸透のための措置

も不十分である実態を示しているのである。このような状態が生じている原因は、これら

を行う人材の不足と現地調査やプロモーションに充てる資金の不足にあるものと考えられ

る。とくに輸出を始めた当初数年間程度は、輸出額が小さくかつ不安定な状況にあるので、

これらに充てる経費は「持ち出し」となり国内事業の圧迫要因になっているのであろう。 
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図表 2－8 輸出企業が直面している商取引面の課題・リスク 

 
注 ：1. 直接輸出を行う中小企業を集計している。 

        2. 現在最も重視している輸出先についての回答。 

出所：『2012 年版中小企業白書』。資料：中小企業庁委託「海外展開による中小企業の競争力 

向上に関する調査」(2011 年 11 月、三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング(株)) 

 

次に大きな課題は「ビジネスパートナーの確保」である。輸出における「ビジネスパー

トナー」は、ターゲット市場において輸入を行う「販売店」や取引の仲介を行う「代理店」

を意味するものと考えられるが、これらのパートナーは順調に実績が上がる場合には輸出

中小製造事業者と win－win の関係となるものの、利益配分上利害が相反する場合が少な

くない。また売上金の回収等の面で問題が生ずる場合もある。とくに輸出の立ち上がり段

階においては、情報の収集や市場浸透対策の実施等のサービス事業と貿易実務の代行等を

一体的に実施してくれる「信頼のおけるパートナー」の存在が必要である。 

対外直接投資を行った中小企業の課題を図表 2－9 に示す。販売拠点保有企業の課題と

しては「現地におけるマーケティング(48.7%)」、「現地における品質の管理(43.8%)」、「現

地ニーズの把握・情報収集(37.0%)」が重視され、生産拠点保有企業では「現地における品

質の管理(54.3%)」、「現地におけるマーケティング(34.3%)」、「現地向け商品の生産供給体

制の構築(28.6%)」が重視されている。販売拠点については市場浸透ができなければ販売実

績があがらないので当然にマーケティングが重視されるのに対し、生産拠点については現

地向け商品のサプライチェーンの構築が重要な課題となっている。「現地における品質の管

理」は販売拠点・生産拠点ともに課題として重視しているが、とくに生産拠点保有企業で

は 5 割を超えるものが課題としている。現地生産における技術・技能移転の難しさを示し

ているのであろう。「現地における取引条件」は販売拠点保有企業で第 4 位（34.6%）、生

産拠点保有企業で第 5 位（23.8%）である。現地企業製品に比して相対的に高い品質・機

能や優れたデザインなどを有する製品であっても、それにふさわしい価格設定をすること

が難しいこと、代金の支払遅延が生ずること等への懸念を示しているものと考えられる。
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全体としては現地における取引条件や資金調達も重要な課題であるが、品質管理やマーケ

ティング、情報など顧客関連の課題がより重視されているようである。 

 

図表 2－9 現地法人が直面している商取引面の課題・リスク 

 

注 ：1. 海外に販売拠点を保有する中小企業、海外に生産拠点を保有する中小企業、それぞれについて 

集計している。 

      2. 現在最も重視している直接投資(販売拠点設立)先、直接投資(生産拠点設立)先についての回答。 

      3. 複数回答 

出所：2012 年版中小企業白書。資料：中小企業庁委託「海外展開による中小企業の競争力向上に関する 

調査」(2011 年 11 月、三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング(株)) 

 

 以上を要約すると、中小企業の直接輸出および海外直接投資は近年増加しており、国際

化への意欲は強いものがある。直接輸出については安価な労働力を武器とする開発途上国

製品との競争と厳しい円高の進行によって衰退した生活関連型業種の輸出が再び伸び始め、

従来のコスト競争から脱した高付加価値型、多品種少量生産型輸出への転換が進みつつあ

ることを推測させる。「国際化のきっかけ」として「自社製品に自信がある」との回答が第

１位を占めていることもこれを示唆するものといえる。また海外における生産拠点の形成

等については、国内市場の伸び悩みや受注元の海外進出などにより国際化せざるを得ない

中小企業が相当に含まれており、しかも親企業からの要請なしに自主判断で海外展開を目

指すものが少なくない。国際化に伴う課題としては輸出、投資ともに情報収集やマーケテ

ィングが重要課題となっているが、輸出については信頼できるパートナーの確保（輸出チ

ャネルの確立）が、投資については現地における品質の確保（人材確保、技術移転）が重

視されていることが分かる。 

48.7

43.8

37.0

34.6

28.0

21.2

18.8

18.3

0.5

5.9

34.3

54.3

23.9

23.8

28.6

12.9

21.6

14.9

0.7

11.0

0.0 20.0 40.0 60.0

現地におけるマーケティング

現地における品質の管理

現地ニーズの把握･情報収集

現地における取引条件

現地向け商品の生産･供給体制の構築

取引先の信用不安

現地における資金調達

ビジネスパートナーの確保

その他

特に商取引面での課題･リスクはない

販売拠点保有企業

(n=930)

生産拠点保有企業

(n=853)

％



16 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



17 
 

第 3 章 事例調査にみる最近の動向と課題 

１ 国際展開の概要 
中小企業の国際展開への取組みの実態を明らかにするため、2012 年 7 月から 11 月にか

けて中小企業 16 社に対して「インタビュー調査」を実施した。図表 3－1 にその調査対象

企業の概要を示す。調査結果はいずれも調査時点のものであり、その後の事業の進展等は

反映していない。インタビューの対象企業は、従来中小機構と連携して各種の事業に取り

組んできた優秀な企業であって、国際展開を真剣に検討している企業のうちから選定させ

ていただいた。企業のなかには新連携事業や、地域資源活用事業、F/S（フィージビリテ

ィ・スタディ）支援事業の候補企業や対象企業が含まれている。対象企業の本社所在地は、

東北、北陸及び関東内陸である。3 地域を対象としたのは、大都市圏の企業と地方立地の

企業との間で国際化の取組みに差があるか否かを調査するためであったが、結論としては

インタビュー項目に関する地域による対応の差は認められなかった。地域による差よりも

業種や海外取引の経験、親企業との取引関係等の方が大きな影響を与えているものと推測

される。なお、インタビュー対象企業の概要を巻末に事例として掲載した14。 

 

図表 3－1 インタビュー調査対象企業の概要 

 

番号 事業対象 国際化形態 事業展開先 

Ａ 産業資材 製販拠点 アジア 

Ｂ 生活用品 輸出 米国 

Ｃ 生活用品 輸出 欧州 

Ｄ 機械電子 製造拠点 アジア 

Ｅ 生活用品 輸出 米国 

Ｆ 産業資材 製販拠点 アジア 

Ｇ 金属製品 製販拠点 アジア 

Ｈ 生活用品 輸出 アジア 

Ｉ 機械電子 製造拠点 アジア 

Ｊ 機械電子 製造拠点 アジア 

Ｋ 金属製品 製販拠点 アジア 

Ｌ 生活用品 輸出 米国 

Ｍ 金属製品 販売拠点 アジア 

Ｎ 金属製品 製造拠点 アジア 

Ｏ 金属製品 製販拠点 アジア 

Ｐ 金属製品 製造拠点 アジア 

注 ：「事業展開先」は、第 1順位の候補地である。 

出所：各社 HP、インタビュー調査(2012)による。 

 

                                                  
14 一部企業については掲載していない。 
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業種はいずれも製造業であり、事業対象によって機械電子製品関係 3 社、金属製品関係

6 社、産業資材関係 2 社、生活用品関係 5 社に大別することが出来る。機械電子、金属製

品、産業資材は「生産財」であり生活用品関係は「消費財」と区分することも出来る。海

外展開の形態としては輸出 5 社、海外投資（製販拠点等）11 社であった。 

事業展開をしようとする地域は、欧米先進国が 4 社で、いずれも輸出先として想定して

いる。他はアジア地域であり、ベトナムとインドネシアが多い。これまで輸出、投資とも

に多くの中小企業が対象としてきた中国は、本件調査においては輸出関係の対象市場とし

て 2 社が関心を示しているに過ぎない。 

 前述の通りこれらの対象企業は全中小企業を代表するものではない。また代表的な中小

企業性業種に属するものでもなく、国際展開に取り組む典型的な事例というわけでもない。

しかし、インタビューに応じて下さった全企業が極めて真剣に海外への事業展開について

検討しており、今回の調査にも積極的に協力いただいた。この結果中小企業の国際化に関

する有益な情報や支援策に関する示唆を多数収集することが出来た。 

 インタビュー調査の結果の概要は、以下の通りである。 

図表 3－2 は対象事業と海外展開の形態を分析軸として調査対象企業のポジションを示

したものである。生活用品の輸出と機械電子製品や金属製品、産業資材の製造・販売拠点

投資に 2 極化していることが分かる。生活用品は、全ての事例においてコモディティから

脱する独自製品の開発に努めており、国産原材料や長年磨いてきた技術・技能、地域への

誇りとこだわりを持っている。既存の熟練従業員と施設・設備を活用し、あわせて製法の

流出や模倣を防止するために国内で開発・製造を行い輸出する途を選んでいるのである。 

 

          図表 3－2 調査対象企業のポジショニング 

 

 

 

 

 

 

 

  

    

 

 

 

    注 ：生産材系の輸出は、2社を除き将来の海外生産拠点からの輸出である。 

    出所：インタビュー調査結果により、筆者作成。 
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これに対し機械・金属・産業資材関係は成長する海外市場の近くに拠点を設けることが

受注に有利であり、また安価な労働力の利用も可能となるところから海外への直接投資に

よる製造拠点の設置などを構想しているものと見ることが出来る。なお、生産材関連企業

における輸出は、インタビュー時点で製販拠点設置後にそれを拠点として輸出しており、

または今後輸出することを明示的に示した企業である。 

以上のように 2 極化した理由の第 1 は、インタビュー対象の企業の選択にあると考えら

れる。生活用品関係でも繊維・雑貨や食品関係は多数の企業が海外へ投資して、生産拠点

や営業拠点を開設している。とくに東南アジアや中国においては製造・加工技術や品質管

理技術を移転し、安価な労働力と新鋭の量産設備によって日本をはじめ世界市場に輸出を

してきたのである。これらの企業が今回の調査対象になっていれば「消費財：製販拠点（製

販拠点からの輸出）」というカテゴリーが示されたであろう。調査対象とならなかったのは

これらの現地生産型コモディティ輸出のための海外投資はすでに一巡しており新規に準備

する企業が少なかったという事情があったのかもしれない。第 2 の理由は、生産財関係の

直接輸出がもともと少ないことによる。図表 2－1 で見たように中小企業の輸出企業数の

シェアは全輸出企業数の 3%にも満たず、機械電子・金属製品・産業資材に限ればさらに

低いレベルとなる。生産財関係の事業については図表 3－2 の注に記載したように直接輸

出を行っているものは 2 社のみであり、他は間接輸出である。このため生産財系は、海外

投資に偏る結果となった。 

以下この２つのグループ別に各対象企業のインタビュー項目に対する対応を整理し、ど

のような特色があるか明らかにする。 

 

２ 国際展開の取組みの実態 
 インタビュー調査は、次の 6 項目を必要調査項目として実施した15。 

①海外事業の経験の有無、②海外展開の動機、③海外進出に関する悩み・不安、④情報

の確保と評価、⑤事業戦略、⑥リスク 

これらのインタビュー結果について、「海外事業の経験と動機」、「自社の強みと海外戦略」、

「海外事業に関する課題」の 3 点に分けて概要を示すこととする。 

 

(1)海外事業の経験と動機 

「海外事業の経験と動機」は図表 3－3 のとおりである。海外事業の経験について「輸

出実績なし」は、自社名による直接輸出がない場合または散発的な輸出がある程度をいい、

「輸出実績小」は一定の輸出はあるものの総売上額に占める輸出額のウェイトが 10％未満

とみられる場合である16。「投資実績あり」は、海外現地法人の設立、支店や製造・販売拠

点の設置、経営に関与する出資などを行っている場合である。 

調査対象 16 社中、輸出・投資ともに実績なし 4 社、輸出または投資の実績小７社、輸

出または投資の実績あり 5 社となっており、輸出や海外直接投資の経験がないものまたは

少ないものが 68.8％に達している。輸出指向企業については、全ての企業が国内市場の伸 

 

                                                  
15 インタビュー項目については、巻末資料 1 参照。 
16 インタビュー中に聴取したものであり、厳密性を欠く可能性がある。 
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び悩み・縮小に対応するため、付加価値の高い独自製品によって海外市場にチャレンジし

ようとしている。しかし、これらの企業はこれまでのところでは輸出額が少なく、海外の

見本市や商談会への参加等によって新たな販路の開拓に取り組んでいるものの、企業収益

に寄与するまでには至っていない企業が多い。 

 
図表 3－3 海外事業の経験と動機 
 

形態 番号 海外事業の経験 海外展開の動機 

輸出 

Ｂ 輸出実績小、投資実績なし 国内市場の成熟化 

Ｃ 輸出実績小、投資実績なし 国内需要の減少 

Ｅ 輸出実績小、投資実績なし 日本市場の縮小、評価してくれる市場へ 

Ｈ 輸出実績小、投資実績なし 国内市場の伸び悩み 

Ｌ 輸出実績小、投資実績なし 新しい刺激を受けて伝統産業を活性化 

投資 

Ａ 輸出実績あり、投資実績な

し 

新市場開拓、生産コスト低減 

Ｄ 輸出、投資実績なし、輸入

あり 

市場開拓、安価な労働力等、国内を守る。

Ｆ 輸出、投資実績あり 顧客の海外流出 

Ｇ 輸出実績小、投資実績なし アジア市場の魅力、コスト安の活用 

Ｉ 輸出実績小、出資経験あり アジア成長市場、コストダウン、国内を守

るため海外へ出る。 

Ｊ 輸出、投資実績あり 受注減、国内事業維持 

Ｋ 輸出、投資実績あり 国内市場の縮小 

Ｍ 輸出、投資実績なし、輸入

あり 

国内市場は成長が望めない。 

Ｎ 輸出、投資実績なし 親が海外調達にシフト 

Ｏ 輸出、投資実績なし 新市場の魅力 

Ｐ 輸出、投資実績あり 国内のもの作りを守る。 

出所：インタビュー結果に基づき筆者作成。 

 

 また直接投資により海外拠点の構築を指向する企業については、既に海外拠点を複数保

有しているものがある一方で、海外との取引経験のない企業も多い。直接輸出を含め海外

事業の経験のないまたは少ない企業は投資指向企業の半数を超える。 

「海外展開の動機」については、多くの企業が国内市場の伸び悩み・縮小とアジア市場

の魅力を認識しており、国内事業を守るために海外へ出るとする企業が多い。リスクの多

い海外投資は、好んで行うのではなく、他に有効な選択肢がないために踏み切らざるを得

ないのだと語る経営者も複数いた。インタビューの過程では、多くの企業から円高の長期

化と少子高齢化・人口減少社会到来により国内市場がさらにシュリンクするのではないか

という悲観的な見方が示された。 
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(2)自社の強みと海外戦略 
 次に調査対象企業の「強み」と「海外戦略」について図表 3－4 に示す。輸出指向企業

では、全ての企業が多品種少量生産型である。また企業の強みとして地域密着型の技術、

技能やデザインを持ち、商品に作り込んだ日本文化を輸出しようとしている。 
 
図表 3－4 自社の強みと海外戦略 

 

形態 番号 自社の強み 海外戦略 

輸出 

Ｂ 技術力、環境配慮、若手ア

ーティストとの連携 

日本人の感性にメッセージ性を加える。

量の出る市場を目指す。 

Ｃ 素材の保有、ものづくりネ

ットワーク、独自ブランド

有力展示会への出品等により反応をみ

ながら進める。 

Ｅ 安全な素材の使用、自社工

場による短納期の試作 

市場のマーケティング・リサーチをしっ

かりやる。 

Ｈ 多品種少量生産体制、高精

度・複雑な形状の処理 

生産は地域にこだわる。販売は価格政策

と話題性、こころが重要 

Ｌ 熟練による技術、エンドユ

ーザー情報の確保 

ものづくりに市場に合った新しい感覚

を加える。 

投資 

Ａ 技術の蓄積、設計から最終

製品までの一貫生産、多品

種対応が可能。 

現地の生産習熟度をみながら市場を開

拓する。 

Ｄ 高い切削加工技術。多様な

受注に対応できる柔軟な

生産体制 

国内と海外の役割分担による受注確保、

初期投資を抑える。 

Ｆ 独自技術保有、海外先行事

業が軌道に乗ってきた。 

現在の強みを生かして、ステップ・バ

イ・ステップで進める。 

Ｇ オリジナル品の企画・デザ

イン力、段取り時間の短縮

ノウハウ等 

商品開発力や顧客ニーズへの即応力等

自社の強みを生かした事業展開をする。

Ｉ 有力ユーザーとの取引実

績あり、開発力がある。 

国内との関係も考えながら事業展開す

る。 

Ｊ 現場に根をもった最先端

機器設計組立技術。現場の

対応能力 

海外では多様な企業と連携する。 

Ｋ 長年にわたる技術の蓄積

がある。 

自社の強みを生かした海外展開をする。

技術水準に合った価格で販売する。 

Ｍ 経験・ノウハウ等により顧

客信頼度が高い、商品開発

力あり。 

現地情報を分析して対応する。 
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Ｎ 技術力と加工精度などに

より信用力。 

継続的な仕事量の確保が必要。 

Ｏ 技術力あり、短納期に対応

できる。 

現地の状況を見ながら、一歩ずつ進めて

いく。 

Ｐ 既に取引先企業が進出済、

多様でレベルの高い加工

技術を保有 

国内との適切な補完関係の構築 

   出所：インタビュー結果に基づき、筆者作成 

 

 輸出戦略としては、多くの企業においてイニシアルコストをかけずに市場浸透を図るこ

とが基本戦略となっている。海外投資指向企業は、自社の強みとしてオリジナル製品の開

発力、優れた加工技術、短納期に対応できる工程管理・段取り能力、多品種少量生産から

大ロット製品まで対応できる柔軟な生産ラインなどを挙げている。生産能力はあるが需要

がないために海外へ出るというパターンである。全ての企業が自社の技術に自信を持って

いるが、高い技術を活かせる需要がどのくらいあるか懸念している企業も少なくない。市

場が低技術品を求めると、コスト競争に陥ってしまい、自社の強みを活かせないままに終

わってしまうというおそれであり、価値実現力に係る課題である。海外事業戦略について

は、各社とも基本的には自社の強みを生かせる形で事業展開をしたいとしており、国内事

業の延長として現地の生産・販売拠点を考えている。また海外の製造拠点と国内工場とが

適切な機能分担をし、シナジー効果を発揮出るようにしなければならないと述べる企業も

あった。 

 

(3)海外事業展開上の課題 

 最後に各企業が海外事業展開上の問題として考えている点を「供給サイド」、「需要サイ

ド」両面から整理し、図表 3－5 に示す。供給サイドは人材の確保や原材料の調達、加工

委託の可能性など自社の供給体制またはサプライチェーンの形成に係る問題であり、需要

サイドは顧客の動向、競合の状況等の問題である。またこれらのほかに「事業環境サイド」

の問題として、政治・経済の安定性、金融や税制のあり方、各種規制やインセンティブ、

電力・水・輸送等のインフラの状況、住宅や学校・病院などの生活環境、親日的か否か等

があるが、ここでは省略する。 

 

 

図表 3－5 海外事業展開上の課題 

 

形態 番号 供給サイドの問題 需要サイドの問題 

輸出 

Ｂ 旅費・滞在費の負担 量が少しずつしか出ない。 

Ｃ 技術流失、模倣品、外国語のでき

る社員、商慣習 

良い輸出チャンネルの開拓 

Ｅ 言葉の壁 売掛債権の回収、継続取引 

Ｈ 地域内連携の実現 代理店にどこまでやらせるか。 
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Ｌ 新鮮な感覚のものをどのように

して取り込むか。 

流通チャネルの形成、代理店はリ

スクもある 

投資 

Ａ 現地で満足できるものを作れる

か。 

市場開拓が進むか、生産量が確保

できるか。 

Ｄ 現地派遣人材を確保できるか。賃

金、紛争、税金 

 

Ｆ 労使紛争、賃上げ、人材育成 需要は問題ない。売上代金の回収

Ｇ 任せられる人材 日系企業（ライバル） 

Ｉ 労務管理、ノウハウの流出、現地

人材のレベルと育成法 

需要のボリューム 

Ｊ 商慣習の違い、銀行・電気・ガス・

運輸等、人材育成、技術移転の可

能性 

ユーザー情報 

Ｋ 良い人材の確保、質の良い部材供

給などの関連企業、良いパート

ナー 

需要の質と量 

資金回収 

Ｍ 現地人材、情報の確保 意匠や機能に対する評価 

Ｎ 準備のための人繰りが難しい。現

地での製造体制（関連事業者、設

備類の調達等）構築も問題。 

日系企業の現地調達の見通し 

Ｏ 派遣者の家族の問題（生活環境・

学校・病院等）、資金、技術移転

市場は確実にある。 

Ｐ 人材、資金、土地取得、法制度な

ど課題は多い。 

需要のあるところへ出る。 

出所：インタビュー結果に基づき、筆者作成 

 

 上の表で見たように、輸出指向企業については「供給サイド」で、輸出のロットが小さ

いため海外市場へアクセスするコストがなかなか吸収できない、その点で F/S 支援のよう

な対策は大変有難い。模倣は多いし、原材料や技術が異なるのにホンモノと誤認させる PR

が行われている、といった声があった。「需要サイド」では、良い供給チャネルが見つから

ないとの声が多く寄せられた。現時点ではほとんど偶然によるヒューマン・コンタクトに

より販路を開拓しているに近いとのコメントがあり、特に代理店についてはどこまで使え

るか、メリットもあるがリスクもある、という意見があった。ネット販売については一部

やってみたが価格面などで自社の強みを活かせないので止めたというところもあり、価格

体系が整合的でなくなり、二重価格となる危険もあると指摘する企業もあった。 

投資指向企業の「供給サイド」の課題としては、やはり人材の確保が最大の問題である。

人員に余裕のない中小企業にとっては国内から現地へ派遣する者の人繰りと語学力、現地

採用者の育成が最重要課題となる。現場従業員に対する技術移転がどこまでできるか、後

発中小企業にとってなかなか良い従業員を雇用することは難しいのではないかとの意見も 
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ある。土地、電気、ガス、運輸等インフラについての懸念や、法的な規制や商慣行に関す

る懸念も示された。需要サイドについては、投資指向企業のほとんどが仕事はあると見て

おり、需要サイドについて懸念を示したところは少ない。ただし、自社の強みである品質

管理力や意匠や機能に関する技術力を価格面でどこまで評価してくれるかにより、差別化

できるか価格競争に巻き込まれるかが決まるので、この点に不安が残るという声もあった。

これは前述の価値実現力の問題と同列の課題である。競合については、複数の企業が今後

の日本からの中小企業の進出が脅威になる可能性があると述べていたのが印象的であった。

売掛金の回収について懸念している声もあった。 

なお、輸出と投資（長期業務提携を含む）ともに実績のある企業は 3 社あったが、これ

ら企業と経験のない企業の間で、課題とする項目に大きな違いは無かった。その理由は、

3 社とも新たな地域への進出を計画しており、未知の要素は初めて海外展開する企業と大

差ないからであると思われる。しかし、懸念している内容は、市場開拓の具体的方法、商

慣習の違いが売上金の回収に及ぼす影響、特定の部材の現地調達可能性といった、より具

体的な問題に向かっている。また、海外戦略については、ステップ・バイ・ステップで現

地雇用者の習熟度を見ながら事業展開を考えていくとしている点および自社の強みを生か

す補完関係を考えている点などが実績組 3 社に共通しており、新規投資企業よりも堅実な

戦略を取ろうとしているようであった。これは現地においては当初の計画通りにはなかな

か進まないことを経験から学んだことによるものであろう。 
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第 4 章 新たな課題の発生と対応の方向 

１ 海外展開における新たな動き 
 第 2 章で見てきたように、厳しい円高にもかかわらず、中小企業の輸出意欲が高まり、

輸出額も増加している。また、中小企業の対外直接投資は近年大企業以上に活発になって

きた。これらの背景には、国内市場の成熟化によって国内のみでは成長が望めない状況と

なってきたこと、円高の長期化によりグローバル調達が一般化し、下請加工や部品・半製

品等の納入を行ってきた中小企業の受注機会が減少したこと、開発途上国製品の国内流入

の増大に対抗するため、中小企業製品の差別化、独自化、高付加価値化が進んだこと、円

高により為替レート上対外直接投資に有利な状況が生じたこと、等の事情があるものと考

えられる。 

このように増加しつつある輸出、直接投資の内容について、前章のインタビュー調査に

よってミクロの観点から考察すると、新たな動きが生じていることが分かる。 

その第 1 は輸出において、かつて貿易摩擦を引き起こした繊維雑貨や自動車、家電、機

械、半導体などに代わって、多品種少量生産型の差別化された商品輸出の芽が育ち始めて

いることである。いわばコモディティ型輸出（大量生産・大量消費指向の汎用品の輸出）

から多品種少量生産型輸出（特定者向けの高付加価値・差別化商品の輸出）への転換であ

る。インタビューをさせていただいた輸出指向企業の全てにおいてこのような多品種少量

生産型輸出の動きが見られたのである17。前述のようにこれらの事例は中小企業全体を代

表するものではなく、また中小製造業の縮図を示すものでもない。しかしこのような輸出

への取組みは、他の中小企業においても数多く進んでいる可能性がある。むしろこのよう

なタイプでないコモディティ型商品の輸出は開発途上国製品との競合において競争力を失

い「技術指導→現地生産→輸入→国内加工→輸出」というモデル以外は姿を消しつつある

と見ることができよう。Cool Japan 型商品、創造性豊かな Craft 型商品など文化性・創

造性を商品に作り込んだ多品種少量生産型の事業は、多様性と創意工夫に富む中小企業が

得意とするところであり、輸出面でも今後の発展が期待される。 

第 2 は、調査対象となった海外投資案件の相当部分がこれまで海外事業になじみの無か

った中小企業によって占められているということである。前章の「進出動機」に見られた

ように、自社のさらなる成長を図るため積極的に海外市場にアプローチする only one 型中

小企業がいる一方で、国内の需要減・受注減に対応して既存の事業・雇用を守るために海

外市場や海外日系企業から受注を得なければならないという企業も少なくない。これは第

2 章でみた国際化を行った中小企業のうち「国際化せざるを得ない」ものが過半を占めた

という調査結果と整合的である。従来国内取引しか経験していない多くの中小企業が、自

社の経営資源の不足に悩みながらも海外投資を積極的に検討しはじめているのである。資

金力や国際的に活動できる人材に恵まれた大企業と大企業に声をかけられた一部関連企業

による海外投資、生産・販売拠点等の構築が、海外取引経験のない Tier 2、Tier3 企業や

一定の事業分野に特化した専業型企業など非エリート・非系列企業の国際化へと拡大し

始めたのである。 

  
                                                  
17 図表 3-2 の B､C､E､H､L の事例がこれに当たる。 
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このような状況について次のような仮説として整理することが出来る。 

（仮説 1）中小企業の国際展開は輸出、直接投資両面において近年急速に拡大した。国際

展開の量的な拡大は、輸出面では「多品種少量生産型輸出の増大」、直接投資面では「海

外投資の大衆化」といった質の変化を伴っている。 

 

２ 新たな課題の発生 
(1) 輸出企業に関する課題 

以上のような国際展開の質的な変化は、新たな課題を発生させた。第 2 章で見たように、

「輸出企業が直面している商取引面の課題、リスク」（図表 2－8）は、①現地ニーズの把

握・情報収集、②現地におけるマーケティング、③ビジネスパートナーの確保、④現地に

おける取引条件、⑤取引先の信用不安、の順である。これらは既に輸出実績を積んでいる

中小企業の課題であるから、そのまま本報告書の事例で取上げている準備段階の企業の課

題であるということはできないが、「多品種少量生産型輸出」の拡大は、これらの課題の中

でも輸出への突破口となる適切な輸出ルートの確保（ビジネスパートナーの確保）の問題

を顕在化させた。中小製造業者の多様な製品を世界に散在している需要者に結びつける適

切な輸出チャネルが無いのである。インタビュー調査においては前述のように代理店やネ

ット販売に関する問題が指摘されたが、従来の輸出チャネルには次のような問題があり、

小ロット製品のグローバル市場への浸透をサポートする取引方法としては必ずしも適切と

は言えないのである。 
① 商社・代理店・販売店 

商社・代理店の収益は一般に「取引量×口銭・歩合－コスト」であり、一定量のロット

の商品の継続的取引が前提となる。これが確保されない場合は通常は担当者をおかない。 

収益確保のため商社・代理店はしばしば取扱権の独占（総代理店契約）や手数料保証（取

引量（売上高）が一定水準以下の場合でも一定の手数料支払い義務を課す。力関係によっ

て輸出者が最低販売数量（金額）の保証を求める場合もある）を求めることがあり、これ

らは中小企業の顧客選択を制限し負担を増やす。中小企業は防衛のために契約期間を 1 年

程度の短期に限定することが多いが、そうなると商社・代理店側は販路開拓のための投資

を控えるので、顧客獲得が遅れるという悪循環に陥る。商社・代理店と販売店は厳密には

区別せず同様の機能を持つものとされることが多いが、海外販売店は商品を買い取り自ら

のリスクにより現地で販売する（輸入者となる）ものである18。国内で中小製造事業者か

ら商品を買い取り輸出する商社はここでいう販売店といえる。販売店も「一手販売店契約」

などにより地域独占を求めることが多い。 

② バイヤー 

バイヤーによる買い付けも良く行われる取引方法であるが、スポット買いが多く、いつ

どの程度の買い付けがあるかはバイヤー次第である。通常はバイヤーには在庫機能がない

ので、販売実績のないものは敬遠されがちとなり、値決めもバイヤー主導であることが多

い。バイヤーだけに依存していると顧客情報が十分に入らず、中小企業が得意とする顧客

ニーズの作り込みやその時々のトレンドの反映が遅れることがある。 

 
                                                  
18 中野宏一『海外市場開拓の実務と情報収集』(2006 年)pp46-50 
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③ インターネット販売 

分散した小口需要への対応策としては有望であるが、ネット上で提示した価格がプライ

スキャップとなり、しかもその水準は常に安値商品との比較にさらされ下落傾向とな

る。店舗販売や代理店経由販売と併用する場合には、価格体系が乱れ、一般的には end 
user ベースで最安値となる価格に収束するのである。また色と形、大きさ、定量表示

可能な機能以外の差別化要素（手触り、風合い、心地よさ等）は表示しにくい、模倣

されやすいなどの問題がある。 
④ アンテナショップ等の販売拠点の設置 
販売拠点等による直販方式は、顧客の動向をリアルタイムで把握できる等のメリッ

トがあるが、顧客が立地している地域とその周辺に限定されるため固定費をカバーす

るだけの収益を上げるのが難しく、販売拠点の維持が困難となる事例が多い。 

 
(2) 海外投資企業に関する課題 

「海外投資の大衆化」も新たな課題を生じさせた。「営業経験小、国際取引経験なし、外

国語コミュニケーション能力不足」企業の海外進出の増加は、中小企業の海外展開に伴う

種々のな問題を増幅させている。第 2 章において示した「現地法人が直面している商取引

面の課題・リスク」（図表 2－7）は、生産拠点保有企業の課題等として①現地における品

質の管理、②現地におけるマーケティング、③現地向け商品の生産・供給体制の構築、④

現地ニーズの把握・情報提供、⑤現地における取引条件、⑥現地における資金調達、の順

で課題等を示している。この調査も既に海外に生産拠点を保有する中小企業に対する調査

であるから、準備中の中小企業が課題と考えていることとずれがあるのは致し方ないが、

国際経験や企業体力が十分ではないが「国際化せざるを得ない」中小企業の海外投資の増

加は次のような新たな課題を発生させているのである。 

①準備に充てる人材や時間の不足 

インタビュー調査に応じていただいた中小企業の多くは、輸出や投資の経験が少なく、

現地の調査の重要性は分かっていてもそれに充てることのできる社員が育っていない。技

術や製品に精通している社員はいるが、その者を長期に海外へ派遣すると国内が回ってい

かない。 

②情報の不足 

経験がなく、親企業等の支援も期待できないため、現地の実態が把握できない、また把

握するためのルートが見つからない。事業展開の手順、タイミングの設定、パートナー探

し、想定される顧客や取引先との接触が進まない。事業プランを練ることが出来ない。と

くに意思決定に必要な将来の見通しに関する情報が得られない。 

③現地への対応力不足 

現地の状況に対応するために必要な経営資源が不足している。特に現地への派遣要員、

現地営業担当者の育成等の目途がたたない。また、現地での人材育成や製品販売ルートの

目途がたたない。 

以上の状況について、次のような仮説を示すことが出来る。 

（仮説 2）中小企業の国際展開の質の変化は、新たな課題を発生させている。 

「多品種少量生産型輸出」の課題は、小ロット商品をグローバル市場に散在している潜
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在顧客に結びつける適切な輸出チャネルが存在しないことである。また、「投資の大衆化」

については、海外事業経験が少ないこと経営資源が十分でないことによる準備不足や現地

への対応力の不足が課題となる。 

 

３ 対応の方向 
以上の課題への対応は、新たに輸出や海外投資に取組む中小企業が自己責任の下に自助

努力によって行うべきものであることは言うまでもない。しかし中小企業、とくに国内取

引に依存してきた企業にとって海外展開を単独で実施することは多くの困難を伴う。中小

企業の海外展開が我が国経済を活性化し、新たな成長を実現するための重要な要素である

ことを考えると、一定の政策的支援を行い、中長期的観点から多品種少量型輸出や海外投

資のすそ野の拡大を支援することは合理性があるものと考えられる。このような視点から

次のような仮説が可能であろう。 

（仮説 3）新たな課題の発生は、新たな政策需要を発生させ、一定の政策的支援措置の実

施を要請する。 

以上の仮説１～３をベースにして新たな課題に対する対応の方向について考察すること

とする。なお、これらの仮説は中小企業の輸出と対外直接投資に係る限定されたマクロデ

ータと、ご協力いただいた 16 社のインタビュー結果という限られた知見に基づく「推論」

に過ぎない。これを一般化するためには更に慎重な検証が必要であることは言うまでもな

い。 

 

(1)「多品種少量生産型輸出」への対応 

 多品種少量生産型輸出は、古くから種々の輸出チャネルを通じて行われてきたが、前述

のようにそれぞれ問題があり、今後の中小企業の輸出の重要な部分を担うシステムとして

は十分とは言えない。それでは、中小企業の多品種少量生産型輸出を担うにふさわしい輸

出チャネルの条件はどのようなものであろうか。多品種少量生産型輸出における供給者（製

造・輸出を行う中小企業者）と需要者（特定の商品に対する選好をもつ消費者）の特性を

考えると次のような条件を考えることが出来る・ 

① 中小企業者が特定の自社製品について自ら直接に各国・各地域の需要動向等を把握した

り、市場開拓をすることは、資金的にまた時間的に困難である。 

② 多品種少量生産型の商品に対する需要は、コモデティ型商品と異なり、潜在需要として

存在することが多く、また散在しているので何等かの市場開拓を行わないと需要が顕在

化して来ない。 

③ 多品種少量生産型の商品は、特定の用途または特定の好みに対応して購入される場合が

多く、ユーザーまたは消費者との対話、選好調査など何等かの情報交換・作る者と使う

者のフィードバックが必要である。（量産もののような「見込み」生産は需要に適合しな

いおそれがある） 

④ 独自技術や強いブランド力等により売り手優位の状況が形成されていない限り、1 ロッ

ト当たりの手数料は多く支払えない。 

これらの条件に対応できる輸出チャネルの担い手は、次のようなものであろう。 

① 中小企業の分身となって分散している生産者と分散している需要者とを結びつける。中
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小企業の依頼に応じて市場や競合の調査、トレンド情報の提供、商品企画の助言、商品プ

ロモーション、輸出手続きなど多機能な働きをする。 

② 専門とする地域（市場）、商品があり、精通している。複数の中小企業と取引し、共通

の情報基盤を持つ。 

③ 基礎的な手数料は安く、成功報酬的な料金体系とする。基本的には信用リスクはとらな

い。 

このような機能を持つ流通仲介者として、米国やイタリアの繊維・アパレル産業などに

おいて活躍している「コンバーター（converter）」がある。コンバーターは繊維品の生産

工程間を結び、また衣服等の縫製・加工や販売等に関与する機能を持つ生産者と消費者の

間の仲介者である。中部イタリアのプラートで繊維品のコーディネートをする「インパナ

トーレ（impannatore）」も同様の機能を持っている。日本においては繊維品の産地等の「産

元問屋」や京都の西陣などで工程間の受け渡しの調整などをする「悉皆屋（しっかいや）」

があるが、産元問屋は、一部金融やリスクテイクの機能を有しているものの、一般的な卸

売業に近い。また悉皆屋は工程間をつなぐ役割を果たすが需要動向を生産者につなぐ役割

は果たしていない。上述のような多様で専門的なサービス提供機能を有する仲介者が必要

となるのである。 

多品種少量生産型輸出は、当面はメーカーが有力な展示会などに出品しその際に取引可

能性のある卸・小売業者とコンタクトして引き合いを受け、ある程度売上の見通しのつい

たところで代理店契約により市場浸透を図るという形をとることが現実的であると考えら

れるが、中長期的には上述のような新しいタイプのサービス事業である「国際貿易コンバ

ーター」を育成していくことが必要であろう。「総合商社」が日本の輸出を支えたように、

独自の事業形態を持ち中小企業とグローバルマーケットを結び付ける新しいベンチャー企

業的サービス事業が育つことを期待したい。政策的には成長戦略の一環として「中小企業

国際化支援 care taker」を育成する場の設定が望まれる。 

 

（2）「海外投資の大衆化」への対応 

十分な見通しや資金をはじめとする経営資源の準備なしに海外投資を行うことはリスク

を伴うので、これを推奨し、促進することは控えるべきであろう。しかし今後とも「海外

投資の大衆化」が進み、海外進出のすそ野が広がっていくものとすれば、意欲のある中小

企業による準備を円滑化し、国際展開事業を成功に導くことは重要である。海外事業に関

する経験や海外投資に必要な経営資源が十分でない中小企業者については、一般的な海外

投資円滑化措置に加え、前述の課題克服のために特に①予測情報の確保、②ヒューマン・

コンタクトの場の設定、③現地におけるコーディネーターの利用の 3 点が重要であると考

える。 

① 「見通し情報」の確保 

 海外展開のためには適切な事業計画を策定する必要があるが、その前提となるのは進出

候補地に関する情報である。とくに経営資源の乏しい小規模企業や営業ノウハウの十分で

ない下請・加工型中小企業ほどその必要性は高い。必要な情報は、①政治・外交・経済・

社会情勢（カントリーリスク、経済活動に対する政策動向、対日感情、経済実態、宗教や

生活の実態等）、②制度・政策（貿易・投資制度、関税、産業振興策、外資規制・優遇策、 
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関係法制（企業、取引、知財、雇用労働、環境、PL その他）、商慣行等）、③市場（需給状

況、規模と成長性、競合の状況、独禁政策等）、④パートナー（企業状況、経営手腕、影響

力、実績等）、⑤生産・販売（土地、電力・エネルギー、輸送・通信、水その他のインフラ、

労働者の需給関係、人材の質、エンジニアやマネージャーの採用可能性、賃金、雇用慣行、

原材料、関連企業等サプライチェーン形成の可能性、金融・財務、各種手続き、人脈等）

など多岐にわたる19。これらの情報の中でも、特に準備段階において必要なのは、顧客、

競合企業、必要なサプライチェーン構築に必要な関係企業、人材の確保および賃金水

準、労働条件、事業活動や生活面の安全性などの「実態と見通し」に関する情報であ

る。定量的・統計的な正確な情報はもちろん重要であるが、事業の方向性を決めるた

めには「動態的情報」「見通し情報」がより重要である。 
見通しについては誤ることも少なくないが、ある時点において信頼できると考えられる

情報源による見通し情報を複数提供し、中小企業者がこれを参考にして事業企画をするこ

とができれば、単なる口コミや一専門家の勘による予測よりも有益である。このためには

これらの情報を集め分析する仕組みが必要である。国際化に関する相談業務をより有効な

ものにするためにも、「見通し情報」をはじめ使途を明確にした情報の収集分析提供体制の

整備が望まれる。 

②ヒューマン・コンタクトの場の設定 

 海外事業の経験の少ない中小企業者の多くは、海外展開の必要性やメリットについて認

識しているものの、具体的にどのような手順で進めればよいか、どのような基準で判断す

ればよいか等について考えるきっかけがないのが実情である。各地域において海外進出し

た中小企業が相当増えている状況を踏まえ、先発者の知恵を後発者が活かすことが出来れ

ば海外展開をより円滑に進めることが出来るであろう。インタビュー調査において課題と

して挙げた企業の多かった「現地派遣要員の確保」や「現地雇用者の育成方法」などにつ

いても、実践によって試された知恵が役に立つであろう。先発者と後発者が共に学びなが

ら win－win の関係を築くことのできる経験学習の場の設定が望まれる。 

 また現地においてもヒューマン・コンタクトは大きな効果を上げる。インタビュー調査

の対象となった多くの企業が、現地において想定される取引先等との面談が重要な示唆を

与えたと語っている。事前準備段階における先発者からの学習＝事業計画策定段階におけ

る専門家との相談＝現地での関係者との面談、といった一連のヒューマン・コンタクトの

場が設定され、体系的な支援が行われれば、海外事業経験の少ない中小企業の海外展開の

成功確率は高まるであろう。 

③現地におけるコーディネーターの確保 

中小企業の経営者は通常極めて多忙であり、現地に長時間駐在することが難しい。この

ため現地の実情に精通し、経営者に代わって現地で実務的な処理を取り仕切ることの出来

る専門家に業務の一部を委託することを検討する必要がある。これらの専門家は、代理人

の一種で通常「レップ（Rep. manufacturer’s representative の略）」と呼ばれる。投資候

補地の関係業界や各種制度に精通しており、誠実で有能なレップを活用することが出来れ

ば成功の確率は高くなる。現地に Rep.の団体がある場合もあり、現地の日本人商工会議所

                                                  
19 中小企業基盤整備機構経営支援情報センター『中小企業国際化支援マニュアル』（2006 年 3 月）pp64,65 
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などで紹介してもらえる場合もある。契約は一般的に標準約款によることが多いが、特約

も可能であろう。政策的には、信用のおける現地コーディネーター（レップ）を紹介する

事業を実施したり、海外投資が初めての中小企業に対して、準備期間や事業立上期間に限

定してコーディネーターに対する委託料の一部を助成するなどの方策が考えられる。 
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企業事例 

 

 

1. 今野印刷㈱ …………………………………………………………………………35 

2. ㈱光大産業 …………………………………………………………………………36 

3. 河北ライティングソリューションズ㈱ …………………………………………37 
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8. 井上商事㈱ …………………………………………………………………………42 

9. 松本機械工業㈱ ……………………………………………………………………43 

10. ㈱箔一 ………………………………………………………………………………44 

11. ㈱ナガエ ……………………………………………………………………………45 

12. 北陸テクノ㈱ ………………………………………………………………………46 

13. ㈱能作 ………………………………………………………………………………47 

14. 関口産業㈱ …………………………………………………………………………48 

 

 

 

 以上の各社は、インタビュー調査の対象となった企業の一部である。 

各社の皆様には、大変ご多忙の中にもかかわらず「インタビュー調査」に快く応じてい

ただき、またインタビュー項目について適切にお答えいただいた。本報告書を取りまとめ

ることが出来たのは、各企業のご支援、ご協力の賜物である。改めて厚くお礼を申し上げ

る。 
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企業名 今野印刷㈱ 所在地 宮城県県仙台市 業種 印刷業 

代表者 代取社長 橋浦隆一 資本金 50 百万円 従業員 47 名 

 

1 沿革と事業 

 今野印刷㈱は、仙台市で印刷・製本業、書籍出

版販売、ホームページ作成支援等を行う企業であ

る。1908 年（明示 41 年）に創業した老舗であり、

戦後 1949年 12月に株式会社今野印刷所として発

足した。1963 年に仙台印刷工業団地協同組合に加

入し、中小印刷業の集団化・協業化に参加してい

る。その後団地内での新工場建設（1966 年）、現

在の社名への変更（1987 年）、新社屋・工場完成

全面移転（2002 年）を経て 2008 年に創立 100 年

を迎えた。「革新を続ける百年企業―変わらないの 

は 変わり続ける姿勢―」をモットーとするユニークな企業である。IT 革命の深化に伴い

印刷業界は急激な変化を遂げつつあるが、常に「顧客第一主義」を貫く

ために革新を繰り返す姿勢を示している。同社の特色は、①環境へ配慮

した「水なし印刷20」＋「ベジタブルオイルインキ（植物油インキ(b)図）」

＋「FSC 認証紙21」による印刷、②P マーク（プライバシーマーク22）

の認証を受け個人情報の保護に万全を期していること、③ワンストップ

サービスによる印刷物やホームページの提案・企画・製作、④最新の印

刷機器と職人の技術による高品質印刷、である。また「tegami」という

ブランドを立ち上げ、仙台市内のデザイン事務所と提携し、オリジナル

のグリーティングカードを海外に展開している。 

 

2 国際化への取組み 

同社にとって新しい事業分野であるグリーティングカードについて輸出

に挑戦している。NY､東京､フランクフルトなどの国際ギフトショウ等に

日本の若手デザイナーによるグリーティングカードを出展し、取扱店が次

第に増えている。今後は良い輸出チャンネルを見つけ出し、日本テイスト

のメッセージ性のあるものを市場へ投入して、収益化を進めたい。 

                                                  
20 一般的なオフセット印刷の印刷工程で使用される IPA（イソプロピルアルコール）等を含む「湿し水」

を一切使用せず、また、刷版工程においても強アルカリ現像薬品を使用しない印刷方式。鮮明な画像が

得られる。米国の非営利団体“Waterless Printing Association”(WPA)により認証された事業者はバタフラ

イマークの使用を認められる。(a)図参照。 
21 森林環境を守るために、「生態系に配慮した適切な管理をしている森林か」「適切に管理された森林から

生産された木材を原材料として使用しているか」などを、世界的な厳しい基準で審査していく制度で、

FSC（Forest Stewardship Council：森林管理協議会）が評価・認証している。(c)図参照。 
22 個人情報について、日本工業規格「JIS Q 15001 個人情報保護マネジメントシステム―要求事項」に

適合するよう適切な保護措置を講ずる体制を整備している事業者等を認定する制度。認定を受けた企業

にはプライバシーマークを付与し、事業活動においてその使用を認める。審査機関は一般財団法人日本

情報経済社会推進協会（略称:JIPDEC）によって指定された民間事業者団体である。 

ニューヨーク国際ギフトフェア 2012 夏 

（同社 HP） 

(a) 

(b) 

(c) 

(a) 
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企業名 ㈱光大産業 所在地 福島県本宮市 業種 木製品製造 

代表者 代取社長 橋本昌明 資本金 10 百万円 従業員 40 名 

 

1 沿革と事業 

 ㈱光大産業は、家庭用木製品のメ

ーカーである。主な製品は台所用品

（まな板等）、風呂用品（湯おけ・腰

かけ等）、各種の棚、箱、テーブルや

ベンチなどで、天然木の温かさと白

木の風合いを生かした製品を得意としている。 

   創業は 1972 年で、当初から木製品の製造を行ってきた。同社の歴史は、施設の拡張・

整備と設備の近代化の歴史でもある。1985 年に新工場を建設し移転するとともに旧工場を

製品物流センターに改築した。またダブルエンドテノナー（６軸鋸盤）、６軸モルダー（６

軸鉋盤）、木材自動乾燥設備、CAD・CAM システム、NC ルーター、自動制御自動ダボ

打機等を次々に導入したのである。設備の増強と並行して販売網も当初の東北・北関東か

ら逐次拡大し、2005 年には沖縄を除く全国をカバーする販売網を確立した。この間全国の

大手ホームセンターとも取引を開始した。 

 企業理念は「尽くす」ことである。人に尽くす、得意

先に、取引先に、地域に、地球に尽くすことが創業以来

の同社の唯一のコンセプトとされる。同社の事業の特色

は 2 点に集約することが出来る。第 1 は経営の IT 化で

ある。1982 年には早くも JAN コードとオフコンによる

販売管理を開始し、その後製造機械のデジタル制御、生

産管理の POS システム導入、社内業務 LAN 構築へと進み、2009

年には独自の生産・販売統合管理システム（モクティシステム）を

完成させた。第 2 点は環境への配慮である。「地球に尽くす」は企

業理念ともなっているが、「森林との真の共生」を目指し、資源の有

効利用の観点から間伐材の活用を進めている。 2005 年に FSC 森林

認証制度による CoC 認証23を取得した。これは今後の内外市場にお

ける製品差別化要素になるであろう。 

 

2 国際化への取組み 

 1996 年 8 月から中国吉林省和龍市において委託生産を開始し、2000 年に同市に現地駐

在員事務所を開設した。2004 年からは輸入材を委託工場で集成材に加工し国内へ搬入して

いる。また 2012 年のニューヨークギフトフェア冬展・夏展に出展したところ反応が良く、

輸出を開始した。現時点ではまだ数量的には少ないが、将来性はあるものと期待される。

今後は小ロット輸出に適した市場浸透・リスク回避戦略が必要になる。 

                                                  
23 森林の保全と継続可能な管理を目的として設立された NGO である FSC（Forest Stewardship Council）
の認証制度。CoC（Chain of Custody）認証は、木製品の製造・加工・流通過程で FSC 認証材が使用さ

れ必要な要求事項を充たしていることを認証する。 

木材管理ラック倉庫（同社 HP） 

縁台（同上） 

風呂用腰かけ（同上）
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 企業名 河北ライティングソリュ

ーションズ㈱ 

所在地 宮城県石巻市 業種 製造業 

代表者 代取社長 松井義明 資本金 100 百万円 従業員 110 名 

 

1 沿革と事業 

 河北ライティングソリューションズ㈱は、特殊（業務機器組込み用）ハロゲンランプ、

放電ランプの開発・製造・販売を行っている企業である。事業

の対象は、ハロゲンランプ（用途は、OHP、映写機、写真現像

装置、医療機器、半導体背増装置等）、メタルハライドランプ

（舞台スタジオ照明、映画撮影用照明）、キセノンランプ（UV

硬化剤乾燥用光源）、DC メタルハライドランプ（工業用自動検

査装置光源）である。1927 年に同社の前身である近藤電気工業

所が創業し、映写用ランプや投光用ランプの製造を開始した。

1968 年に米国の GTE シルバニア社との合弁、技術援助契約を

締結して多くの技術導入が行われ、その後の発展の基礎が築か

れた。1972 年に近藤シルバニア㈱と社名変更したが、1992 年

にこの合弁契約を解消し、フィリップスライティングホールデ

ィング B.V. と合弁契約を締結した。そして 2006 年 8 月に現

在の河北ライティングソリューションズ㈱としてフィリプス

社から独立した。この間メタルハライドランプの製造開始、

ISO14001 認証取得など技術力の向上を図り、独立後は DC HID

リフレクターランプ、水銀キセノンランプ、キセノンランプ等

を市場に投入して特殊ランプ専門メーカーとしての地歩を築い 

たのである。 経営理念には、顧客が満足する製品・サービスの提供、社会的責任の遂行

と従業員等の満足度の向上、地域に根差した企業活動等と並んで、「新しいことを積極的

に学び、勇気を持ってその実践にチャレンジすることを企業文化とし、個人の創造力とチ

ームワークの強みを最大限に引き出せる風土をつくる。」旨述べられている。イノベーシ

ョンを重視し、チャレンジする企業風土を目指しており、前述のような提供商品の拡大は

その成果といえる。営業は、埼玉の大宮営業所を中心に活動しており、国内に 5社、海外

4社（中国/台湾、台湾、北米、欧州）の代理店を有している。同社の強みは、①長年にわ

たる技術的蓄積とそれを商品化する習熟した生産システム、②外国企業との合弁、技術提

携、輸出の実績とベトナム工場の建設などを通じて得られた海外事業に関する経験、人材

であり、これらは今後の事業展開において大きな利点になるに違いない。 

 

2 国際化への取組み 

 ベトナムに同社 100％出資の現地法人を設立し、2013 年 4 月操業開始を目途に工場建設

が進んでいる。当面は発光管は国内で生産し、現地ではアッセンブルを行う予定とされて

いる。国内における信頼性の高い技術と現地の生産コストの安さが結びつけば、アジア市

場において競争優位性を創り出すことが出来るであろう。今後の課題は、国内とベトナム

工場の最適補完関係の構築と現地人材の技術・技能水準の向上にあると思われる。 

リフレクターランプ（同社 HP） 

メタルハライドランプ（同上）
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企業名 ㈲冨岡商店 所在地 秋田県仙北市 業種 工芸品製造 

代表者 代取社長 冨岡浩樹 資本金 5 百万円 従業員 9 名 

 

1 沿革と事業 

  ㈲冨岡商店は秋田県角館の樺細工の製造販売店である。樺細工（桜皮細工）は正倉院の御

物にも見られる等日本人に古くから愛されて

きたが、角館に工法が伝承されたのは江戸中

期で、特産品として発展したのは大正期であ

るとされる。冨岡商店は、1970 年に樺細工問

屋菊地商店の廃業に伴い事業を継承して設立

され、1975 年に有限会社に法人化された。樺

細工は 1976 年に国の伝統的工芸品として指

定を受けたが、同社はこの年に角館町内に新

たに事務所兼展示場を開設、更に事務所・工

場の移転新設等を経て 2005 年本店を角館町

東勝楽丁に移転。本店は桜で有名な角館武家 

屋敷通りから近く、観光スポットとなっている。経営理念は、「社是」として示されており、

「――世界に類を見ない一属一種ともいうべきクラフトの価値を

国内は元より広く世界に発信し、「一生に一つ」使い続ける豊か

さを通じて、人々の潤いある生活に貢献できる企業」を目指すも

のである。事業は、樺細工をはじめ「使い続ける豊かさの提案」

となるクラフト品の企画、創作、製造であり、茶筒や名刺入れな

どの工芸品、インテリア・雑貨、ステーショナリー、テーブルウ

ェア、家具など多様な商品を扱う。同社の強みは、熟練職人によ

る製造技術とその 40 事業所に及ぶものづくりネットワークを有

することである。製品は、伝統的工芸品コンクールやクラフト展

等で受賞し、2012 年には伝統的産業振興協会主催の「全国伝統的

工芸品公募展」で中小企業庁長官賞を受賞した。 

 

2 国際化への取組み 

 国内の需要が伸び悩んでいる一方で、独自性のあるクラフト商

品に対する欧米諸国やアジア富裕層の需要は根強いものがある。 

伝統工芸品についてもグローバル市場における潜在的需要は相当 

にあるものとみられるのである。同社はこれまで欧州における国際ギフトショーへの出展

や米国向けのギフト商社経由の輸出、百貨店・ショールームによる中国での販売など、社

是にある「世界への発信」を実践し海外販路の開拓に努力してきた。この結果、一部手ご

たえを感じられるところまできたが、今後さらに発展させていくためには、①多品種少量

生産に適した輸出チャネルの形成、②海外で受け入れられる新しい感覚・デザインの導入、

③自社のブランド力・情報発信力の更なる向上等が必要である。また、日本と異なる乾燥

気候への技術的対応や他のインテリア・工芸品とのコラボの工夫も期待される。 

本店 ギャラリー併設(アート＆クラフト香月) 

茶筒（同社 HP）

櫻寄木メールボックス 

（同上） 
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企業名 ㈱荒井製作所 所在地 山形県山形市 業種 機械部品製造業 

代表者 代取社長 荒井健裕 資本金 15 百万円 従業員 23 名 

 

1 沿革と事業 

 荒井製作所は、山形市北部に立地する遠

心分離機やギヤポンプ部品、プレス機械、

発電機等の部品メーカーである。素材は主

として鋳物であるが、鉄、ステンレス、特

殊素材等多様な素材に対応することが出来

る。1939 年に個人事業の荒井鉄工所として

創業し、長い業歴の中で金属加工の技術を

磨いてきた。1961 年に株式会社新井鉄工所

を設立し、1981 年に現在の株式会社荒井製 

作所へ社名を変更した。その間 1973 年に現在の本社山形工場を新設し、1985 年に天童市

に天童工場を新設したが、メーカーの要望の多様化に対応し、また生産性の向上を図るた

め、工場の集約化を進めている。 

 社是は、「誠意・熱意・創意」である。社名から

「Aggressive（積極的に）、Rapid(速さを追求し）、

Advance(前進する)、Imagine industry（創造企業）」を

モットーとして、オンリーワン企業を目指している。 同

社の強みは、鋳物材の切削加工技術と柔軟な生産体制で

ある。大型マシニングセンターからミニマシニングセン

ター、各種 NC 旋盤、汎用旋盤、フライス盤、円筒研削 

盤など多様な設備を備えており、試作用の単品から小ロ

ット品、量産品まで取り扱うことができる。また顧客の

ニーズに応じて小型部品から大型加工まで、素材手配か

ら組立完成まで対応可能な地域の「万屋企業」である。 

中長期戦略としては、①さらなるコスト削減による競争

力強化と②新規顧客の開拓が必要であり、工場の整備等

の他営業力の強化が課題となる。 

 

2 国際化への取組み 

同社は、これまで素材の輸入をしたことはあるが、輸出や海外投資の経験はない。しか

し事業の中長期的発展を図るためには、海外生産についても検討が必要な段階にきている。

アジア諸国の賃金その他のコストの安さと市場としての成長性を国内事業の発展のために

取り込んでいくことが出来れば、海外調達ブームの中でも需要の確保が期待できるからで

ある。海外進出はなかなか容易なことではないが、初期投資を抑えながら一歩ずつ前進し

ていくことができればリスクは減る。その際重要なのは、現地の状況の把握、人材の育成、

国内と現地との適切な補完関係の構築などである。これらへの対応を進めながら、地域の

グローバル企業として発展されることを期待したい。 

クロスヘッド（同上） 

ギア、ブッシュ（同上）

本社山形工場（同社会社案内 2012 年現在） 
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企業名 共和産業㈱ 所在地 石川県白山市 業 種 機械金属 

代表者 代取社長 広村和義 資本金 84 百万円 従業員 266 名 

    

1 沿革と事業 

 共和産業㈱は、建設機械や農業機械のキャビン製作の専業メーカーである。社是は「調

和」であり、「全社員との調和」、「お客様（ユーザー）との調和」、「地域社会との調和」の

3 点の同時達成を目指している。「大きな企業」より「充実した企業」、「ナンバーワン」よ

り「オンリーワン」の企業でありたいと思っている。 

   会社設立は 1949 年 11 月である。当初の資本金は 2,100 万円であり、石川県鉄工団地

に工場を建設し創業した。その後小松製作所から品質管理の良さを認められ業績を伸ばし

た。設備面でもいち早くレーザー加工機や NC 加工ラインの無人化を推進し、その後も溶

接ロボットや 3 次元レーザー加工機、3 次元 CAD システムの導入、大型電着塗装工場の

設置等に積極的に取り組んでいる。現時点では国内のすべての有力建機メーカーと取引が

あり、顧客の信頼性は高い。特に小型ミニ建機のキャビンでは国内トップのシェアを誇っ

ている。同社の強みは開発力の強さ

にある。顧客が必要とするものを理

解し、自社のアイデアを盛り込んで

図面化して提案する。よしとなれば

素早く生産に移していく。技術的な

蓄積と段取りを定める現場の経験が

これを可能としているのである。

2006 年に完成した新工場ではトヨ

タ生産方式を導入し、合理的な生産

ラインを実現している。 

 

2 国際化への取組み 

   同社は、キャビンの輸出実績はあるものの、本格的な海外

事業展開はこれからである。アジアにおける今後のインフラ

整備、都市開発の進展を見越して、東南アジアに製造拠点を

設置することを検討している。狙いは新市場の開拓と、現地

での安価な労働力の活用による生産コストの削減等である。

課題は東南アジアにおける小型建機の需要がどの程度あるの

か、どのような機能・価格が求められるのか、現地の人材の

技術レベルやどのような育成方法が可能か等について経営判

断をしていくことである。このためには適切な情報を収集分 

析することが必要で、現地に精通した専門家の話が貴重であ 

る。また、国内事業との機能分担も重要で、国内ユーザー各 

社との調整が必要となるかもしれない。海外進出にはリスクが付き物だが、国内の強みを

現地に定着させることが出来れば、大きな成長が期待できるであろう。 

 

本社工場（石川県白山市）（同社 HP）

建機用新鋭キャビン（同上）
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企業名 小松電子㈱ 所在地 石川県小松市 業種 機械金属 

代表者 代取社長 田中義也 資本金 99 百万円 従業員 350 名 

 

1 沿革と事業 

 小松電子㈱は北陸でも有数の電子回路・デバイスメーカーである。1969 年 5 月に大阪

の田中電工㈱の子会社として設立され、録音機のアンプ基板、テレビ用プリント基板の組

立製造で地歩を築いた。その後ビデオ用基板の実装（EMS）により成長し、2005 年以降

は医療用機器の開発等も行っている。国産テレビの退潮により受注減に見舞われ、近年は

FA 機器の開発や FA ソリューション・ビジネスに力を入れている。 

経営方針は、「「私たちの会社がより豊かな

る社会還元を果たせることを念願として、①

誠実勇気をモットーに生産活動に励もう。②

創意と工夫によって実力を涵養し永遠の発展

を期そう。③一致団結して人間愛に満ちみち

た明るい職場を築こう。」というもので、行動

指針は「ロマンを持つこと、若さを発揮する

こと、向上心を養うこと」である。2012 年度

活動スローガンに「一人ひとりが Excellent」 

という言葉が見られるように、「現場」を重視し、

社員がそれぞれの担当において最大の能力を発揮

できるような状況を作り出すことに力を入れてい

る。社員一人ひとりがクリエーターとして、成長

し続ける「考える細胞」となり、これが有機的に

結びついて Excellent Company を形成するとい

う考え方で、「優れた現場」への強いこだわりが感

じられる。顧客価値を最大にする（顧客に最善の解決策を提供する）ために、５つの「み

る」を実践している。顧客とのコミュニケーションにおいて、「見る」（ありのままに把握

する）、「視る」（調べる）、「診る」（診断し対処方針を考える）、「看る」（見守り管理する）、

「観る」（注意深く観察する）ことにより、適切な提案をしたり、顧客にあった製品の作り

込みをするのである。 

 今後の経営戦略としては、実装部門の多品種変量生産体制の磨き上げ、FA 部門の比重

の増大、海外展開が三つの柱になるものと考えられる。 

 

2 国際化への取組み 

 2012年3月にタイ、バンコクに「KOMATSU ELECTRONICS(THAILANND)CO.,LTD」

を設立した。同社は市場調査及び海外事業化可能性調査（FS）を主に行っており、現地の

FA 需要やこれに関連する企業、各種コストの実態、人材確保の可能性など必要な情報確

保は、大幅に前進することが期待される。今後の課題としては、①現法の生産拠点化も視

野に入れた適切な企業間連携の構築、②派遣要員、現地従業員の育成、③国内と現地との

シナジー効果が発揮されるような適切な機能分担の実現 などが考えられる。 

実装部門（同社 HP）

クリーニング・ユニット（同上） 
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企業名 井上商事㈱ 所在地 福井県福井市 業種 機械金属 

代表者 代取社長 井上 繁 資本金 100 百万円 従業員 139 名 

 

1 沿革と事業 

 井上商事㈱は、福井市に本社を置くアルミ外装建材メーカーである。東京、大阪をはじ

め全国 10 か所に支店、営業所を設置し全国展開を図っている。1946 年 5 月に丸善商会と

して創業し、当初は石炭や建築材料の販売を行っていた

が、セメント、石油など手広く扱うようになり、1968

年にセメント、生コン等の部門が独立して同社が設立さ

れたのである。その後アルミ大手の特約店となってアル

ミ素材・加工品を販売するようになり、1977 年からアル

ミ笠木（シルバーライン）の製造販売を開始した。シル

バーラインはラインナップを充実し、アルミ笠木、アル

ミ手摺、アルミ外装パネルから、アルミエキスパンショ

ンジョイントカバー、アルミ雨樋と軒先製品、太陽光発電システム用支持架台等へと製品

を拡充していった。サッシ以外のすべての外装建材について、アルミの持つ「耐久性（錆

びない）」「意匠性（デザインの美しさ）」「安全性（強度）」「施工性（取り付けしやすい）」

という利点を生かし、自社ブランドのシルバーラインが業界標準となることを目指してい

る。同社の強みは、①長年の経験、ノウハウ、営業展開により培った顧客からの信頼と「シ

ルバーライン」のブランド力、②商品開発力、③独自の受発注システムや自社製品用にカ

スタマイズした独自仕様の製造機械などによる高効率・個別仕様対応生産、即納力（短納

期）にある。ちなみに下図の「アルミ立樋」は同社が独自に開発したオリジナル製品であ

り、高いシェアを維持している。 

 

2 国際化への取組み 

 同社の海外取引としては、これまでアルミ部材等の輸入を行っ

てきているが、自社ブランドによる製品輸出は行っていない。し

かし国内市場は頭打ち状態にあるため、今後の事業の成長や社員

の育成のためには海外市場に目を向けるべき時期に来ているといえる。アジア諸国は経済

成長率が高く、所得水準の向上も目覚ましいので、住宅・マンションや店舗・オフィスビ

ルなどにアルミ建材が使われる可能性はあるとみられ、現にアルミサッシは相当に普及し

ている。建築は風土や民族の文化の表現でもあるので一概には言えないが、デザイン等に

工夫をすればアジア諸国でもアルミ建材の需要はあると考えられる。海外進出するとなる

と現地の低廉な労働力を活用し、また現地のニーズに即応していくため、輸出よりも現地

生産が望ましい。その場合の課題は人材である。顧客と密着するためには営業ネットワー

クを構築することが必要だが、営業拠点を任せることのできる人材を確保できるか、また

建築の現場に応じて仕様を調整することが必要となるが、そのために迅速に設計図を描け

る人材を雇用できるかといった問題があるのである。また同社の強みである意匠や機能性

について価格面でどの程度反映できるかといった点も重要である。当初は生産委託等によ

り大きな投資は避けながら、着実に事業展開していくことが必要となるであろう。 

本社社屋（井上商事 HP） 

アルミ立樋（同上）
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企業名 松本機械工業㈱ 所在地 石川県金沢市 業種 工作機械周辺機器 

代表者 代取社長 松本 要 資本金 72 百万円 従業員 87 名 

1 沿革と事業 

  松本機械工業㈱は、工作機械・加工機械の周辺機器メーカーとして高い技術力により世界

的な知名度を誇っている。同社は、松本機械

製作所として 1948 年 6 月に創業し、1961 年

2 月に現在の企業名の株式会社に組織変更し

た。当初はチェーン、歯車、機械器具の製作

を行っていたが、1960 年に旋盤用チャックの

製造を開始し、以後工作機械等の周辺機器の

専門メーカーとして発展していく。会社の歴

史はそのまま同社の技術開発の歴史である。

1960 年代から国内有力機械メーカーと連携し 

て各種チャックの開発を進め、1981 年には SMP 社（仏）、OTT 

社（独）と提携して NC ロータリーテーブルを開発した。その後

も LOGANSPORT MACHINE 社（米）、ATLINGS 社（ｽｳｪｰﾃﾞ

ﾝ）、NEIDLEIN (独)、NORTHFIELD PRECISION 社（米）等

と提携し、新製品を次々に市場に投入していった。社是は「一、

職場を通して社会に奉仕、一、企業の繁栄と社員の幸福を増進、

一、創意と工夫で技術の革新」であり、社訓は「信頼」がキーワ

ードとなっている。地域に根を張った技術一筋の実直な企業とい

うイメージであるが、他方では世界の有力メーカー6社と提携し、

米国とフランスに現地子会社を設立しているグローバル企業であ

る。同社の強みは何と言っても専門メーカーとしての長年の蓄積

による技術力とグローバルな製販ネットワークによる信頼性であ

る。これらが揺るがない限り、同社は発展を続けるであろう。 

 

2 国際化への取組み 

 同社は上記のように国際化の先進企業である。輸出入についても世界 7 カ国に営業・販

売代理店網を有し、売上高に占める輸出額は 45％に達する。輸入についてはスエーデンや

ドイツ、米国の優れた装置・機器の国内販売を手掛けている。同社の今後の海外事業の柱

は、アジアにおける生産拠点の整備であろう。アジアは既に自動車や家電、PC、スマート

フォンなどの生産・消費のグローバル・センターとなっているが、これらの製造のために

は工作機械や各種加工機械とその周辺機器が不可欠であるからである。現地の安価な労働

力の活用は魅力的であるが、質の高い作業者が十分確保できるか否かがカギになるであろ

う。技術・技能を適切に現地化するための教育訓練計画が必要となる。また市場において

高い技術力を反映した製品を適切に評価してくれるかどうかも課題である。このためには

良いユーザー、良いディーラーと継続的な取引関係を構築することがポイントとなるが、

その際には前述の長年にわたる技術力と顧客信頼度の蓄積が役に立つに違いない。 

 

本社社屋（同社 HP） 

汎用パワーチャック（同上）

NC ロータリーテーブル（同上） 
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企業名 ㈱箔一 所在地 石川県金沢市 業種 金箔製造業 

代表者 代取社長 浅野達也 資本金 58 百万円 従業員 40 名

 

1 沿革と事業 

   ㈱箔一は、金箔を使った美術工芸品や高級化粧品等を製造販売している。金箔は日本人

に愛され、寺社仏閣や絵画、漆器、陶器等多様な美術・

工芸品に使われてきたが、日本の金箔生産量の 98％は

北陸の職人により 400年間受け継がれ育てられてきた

「金沢箔」であるという。箔一は、この金沢箔に独自

の技術を加え、様々な種類の金箔を開発してきた。ま

た、その用途についても固定的な価値観に縛られず、

工芸品の他化粧品、食用品、菓子、身の回り品、建築

装飾材料などに利用し、商品化することに成功している。 

   同社の創業は 1975 年と比較的新しい。浅野邦子現会長が材料でしかなかった箔を「金

沢箔工芸品」というブランド商品化して製造を開始したのである。翌 1976 年には金箔打

紙製法によるあぶらとり紙（特許取得）を開発し、商品化した。1977 年に株式会社箔一を

設立し、その後工芸品製造工場の開設、箔打紙の量産機械の開発、製箔会社箔一産業㈱の

設立と直営店の開設、新鋭工場の建設等を進めた。

1997 年には本社箔巧館を建設するとともに金沢箔工

芸品で培った技術によって建材分野へ参入した。箔巧

館には 2002 年に「箔の歴史・文化ゾーン」が設けら

れ、観光スポットとなっている。同社はその後も食用

金箔、ガラス工芸用箔、シート状建材、布への貼り付

け、化粧品、タイルなど様々な金箔利用事業を進めて

いる。 企業理念は「輝きの文化を明日の歓びに 生

活創造カンパニー箔一」である。同社の強みは金沢箔

という優れた素材に精通し、多様な分野の専門家や専

門企業と柔軟に連携して新たな用途開発を進める能力 

にある。これは異業種との「対話能力」といえるかもしれない。「金」という優れた素材と

「金箔づくり」「金箔利用」の技術が他の素材、他の領域の技術やフレッシュなデザイン感

覚と出会って、様々な「ビジネスチャンス」をもたらしたのである。 

 

2 国際化への取組み 

 同社は、2004 年頃から欧州市場の開拓に乗り出し、ドイツ・フランクフルトの国際見本

市(2004 年)、フランス・パリノールで開催された高級インテリア国際見本市「メゾン・エ・

オブジェ 2005」、ドイツの「ケルン国際家具見本市」(2007 年)、「メゾン・エ・オブジェ

2008」の 1 月展「JAPAN STYLE 2008 ‐In the Details‐」などに出展したが、安定した

ビジネスには結びついていない。今後継続的な輸出を行うためにはバイヤーによるスポッ

ト取引を超える流通チャネルを開拓する必要がある。中小企業に適した小ロット高付加価

値商品の安定した輸出チャネルが欲しいところだ。 

本社ビル「箔巧館」（同社 HP）

工芸品（同上） 

食用金箔（同上） 
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企業名 ㈱ナガエ 所在地 富山県高岡市 業種 機械金属 

代表者 代取社長 熊木信雄 資本金 50 百万円 従業員 160 名 

 

1 沿革と事業 

 ㈱ナガエは、アルミ等のダイカスト鋳造、砂型鋳物、プレス加

工等によりガスメーター部品、物干し金物などの建材金具、自動

車関連部品や美術工芸品など幅広い製品を製作するメーカーであ

る。鋳物や金属加工の町として知られる富山県高岡市で 1954 年

11 月に創業し、アルミ製品用の金型や工作機械の製作を開始した。

その後ガスメーター部品やダイカストの製造、花器・置物等のダ

イカストによる製造（業界初）、真鍮ダイカスト製品の生産、ロス

トワックス鋳造、仏具・仏像の企画生産、アルミ鋳物製ビル外壁

（渋谷「ライズビル」）などへ業容を拡大し、1986 年 7 月に㈱長

柄製作所へ改組した。1990 年 11 月に社名を「株式会社ナガエ」 

に変更し、ナガエ生産革新活動「NPI」（1995 年）、機械加工工場増設（2001 年）、東京営

業所開設（2002 年）、超高速 800t ダイカストマシン導入・大型薄肉成型技術開発（2002

年）、ダイカスト第 2 工場竣工（2005 年）、N

プロジェクト発足（2009 年。naft､銀雅堂､

LOTUSLOTUS のブランディング）など業務

体制を強化していった。 

 経営理念は「常に、新製品開発と技術

の研鑚を行い、社会の進歩と信頼に応え、

継続的発展と社員の豊かな生活を実現

する。」ことである。「アート＆テクノ」を合

言葉に、職人による高度な伝統技法と最先端の金属成形・加工技術を融合させ、創造性豊

かな商品の開発・生産に取り組んでいる。同社の強みは、ダイカスト鋳造については、ご

く薄・極小勾配による精密設計技術と多様な素材についての経験に基づく最適素材による

生産が可能なことである。またオリジナル商品については、企画・デザイン開発・製造・

仕上げまでの全工程を一貫して実施する点にある。 

 

2 国際化への取組み 

 同社は２つの海外展開戦略を検討している。第 1 は国内市場の伸び悩み状態の中でアジ

ア市場の成長力を事業に取り込んでいくための拠点の確保である。労働力が安価で経済・

社会情勢が安定しているところを拠点として、近隣諸国へも輸出する構想である。このた

めの課題は「何がいくらで売れるか」「コストがどうなるか」といった市場情報と、任せら

れる現地人材の確保であるが、そのためには進出を前提とした現地での掘り下げた調査が

必要であろう。第 2 はアート関係の輸出の積極化である。現時点では有力なショウへの出

展などで売れ筋を研究している段階であるが、輸出をビジネス化するためには、良いチャ

ネルを見つけて継続的な取引関係を創り出さなければならない。小ロット商品を安定的に

市場へ結び付ける機能を持った新しいサービス業の登場が期待されるところである。 

鋳型づくり工程（同社 HP） 

800t ダイカストマシン（同上）
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企業名 北陸テクノ㈱ 所在地 富山県射水市 業種 機械金属 

代表者 代取社長 木倉正明 資本金 30 百万円 従業員 19 名 

 

1 沿革と事業 

 北陸テクノ㈱は、工業炉の専業メーカーである。「テクノロジーにハートをこめて」をモ

ットーとして、独自の技術により省エネ型

の融解炉を開発し、好調な業績を維持して

いる。創業は 1993 年 1 月で機械器具設置

工事業や一般建設業の許可を得てスタート

した。当初から土木・電気・機械・煉瓦・

構造物設置等の総合的な技術力を有してお

り、これがその後の発展の基礎となってい

る。海外指向も強く 2001 年には米国熱処

理学会でスパイラル炉の研究発表を行い

2003 年には同炉の米国特許を取得している。2005 年にはベトナム事務所をホーチミン市

に開設し、設計業務活動を開始した。 

 同社の強みは溶解保持炉の技術革新を着

実に進め、商品化に成功していることにあ

る。技術革新のコアは①スパイラル型炎道

システム、②排熱回収システム、③蓄熱シ

ステム、④炉内見える化制御システムの４

技術である。これらを支える鋳造技術（フ

ァンドリー・テクノロジー）を軸に、設計・

製作・据付・施工・メンテナンス事業を展 

開している。設計に当たっては「顧客にとって理想的な生産システム」の実現を目指して、

設計前のコンサルティングを重視し、また製造施工段階では最適の素材・工法を探求して

いるという。なお、上図の「省エネルギー・高効率のアルミ等溶解るつぼ炉の製造販売事

業」は 2008 年に経済産業省の新連携計画の認定を受けている。 

 

2 国際化への取組み 

 前述のベトナム・ホーチミン事務所に続き、2008 年にベトナム・ハノイに、2010 年に

は中国・昆山に、2011 年にはタイ・バンコクに駐在員事務所を開設した。そしてハノイ事

務所は 2008 年に、バンコク事務所は 2012 年にそれぞれ現地法人化されている。今後は中

東方面に関心を向けている。木倉社長は「工業炉は機械部品の製造に欠かせない部門であ

るので、省エネや環境、品質管理に優れた炉であれば必ず需要はあるはず」と海外展開に

前向きだ。課題はイスラム圏における商慣行と現地における材料・部材の調達、人材の確

保である。事業が成長しないうちは固定費が大きくならないようにステップ・バイ・ステ

ップで進めること、現地とのしっかりしたヒューマン・ネットワークを形成することが成

功の鍵となるであろう。 

 

本社入口（同社 HP） 

新型炉の構造（同上） 
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企業名 ㈱能作 所在地 富山県高岡市 業種 銅器製造 

代表者 代取社長 能作克治 資本金 10 百万円 従業員 35 名 

 

1 沿革と事業 

  ㈱能作は、銅器の街高岡において、鋳造により仏具や茶道具・華道具、インテリア雑貨、

エクステリア用品等を製造しているメーカーである。創業は 1916 年であり 100 年近い歴

史を誇る。創業当初は伝統的な鋳造技術によって

青銅鋳物の仏具等を製作していたが、1967 年に有

限会社ノーサクを設立、1977 年には市郊外に新工

場を建設する等事業を拡大していった。2002 年に

現在の名称の株式会社へ組織変更し、翌 2003 年

には錫 100％の鋳物テーブルウェアを開発した。

その後オリジナルデザインの風鈴をはじめ、新し

い感覚の製品を次々に開発・発表し、東京のデパ

ートやホテルなどに出店していった。その間、経

済産業省の地域資源活用事業計画の第 1 号認定、 

「元気なモノ作り中小企業 300 社」の認定、国土交通省「日本の

おみやげコンテスト」地域賞受賞などが続いた。同社は「ものづ

くりは地域密着で頑固に、販売はグローバルに柔軟に」のコンセ

プトの下に、①ものづくりの技術、②新しい感覚のデザイン、③

情報発信を重視した販売戦略、の 3 点をバランスよく統合し、こ

れが強みとなっている。素材面では伝統的な青銅、黄銅（真鍮）

のほか錫を加え、また鋳造法についても伝統的な手法に加えロス

トワックスやシリコン鋳造法などを取り入れて、製品のレパート

リーを拡大した。デザイン面では、マンション等の生活スタイル

にも対応するシンプルな美しさや自由な造形を追求し、従来の銅

器とは異なる顧客層を取り込んでいる。営業面では、伝統的な問

屋ルートを尊重しつつも、ギャラリーやショウへの出品に力を入

れ、消費者への提案を続けている。実際の販売ルートとしては、

直営店（百貨店・ホテル内 3、Gallery SAKU（高岡市内））、イン

テリア・ショップ等の他ネット販売も行っている。 

 

2 国際化への取組み 

  中国をはじめとするアジアの富裕層はこれからも増大するであろう。地域的に隣接し、文

化的な風土も相互理解が可能な我が国の中小企業にとって、付加価値の高い差別化商品の

市場として魅力的である。しかし少ロット製品の継続的な輸出はなかなか難しい。同社の

海外戦略は現時点では海外有力見本市などへの出展による市場開拓と、セレクトショップ

やギャラリー等のルートが主となっているが、より直接に海外の顧客に提案し、販売する

方法が求められる。地域に根付いた技術を活用して世界の顧客にアプローチすることがで

きれば、“local to global”の実践となり、多くの中小企業に勇気を与えることになろう 。 

型置場（同社 HP） 

苔盆栽（ハリネズミ子）

風鈴（スリム）（同上）
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企業名 関口産業㈱ 所在地 埼玉県東松山市 業種 製造業 

代表者 代取社長 堀井重宏 資本金 18 百万円 従業員 65 名 

 

1 沿革と事業 

 関口産業㈱は埼玉県東松山市において自動車部品の冷間鍛造と精密機械加工を行ってい

るメーカーである。創業は1937年に遡る。

当初は織物工場として発足したが 1960 年

に関口産業有限会社を設立して自動車部品

製造業へ転業した。1971 年には関口産業株

式会社へ組織変更し、その後設備の近代化

に合わせて工場の増築、冷間鍛造用大型プ

レスの導入等によるプレス工場の整備・増

強等を進め事業を拡大していった。その間

2000 年には ISO900124を取得し、2007 年

には ISO1400125の認証を得ている。 

同社のモットーは、「開発への挑戦 たゆまぬ技術革新」である。製造技術について常に

より高度な技術に挑戦し成果を上げてきた。例えば高精度の

ヘリカルギア26を製造するための冷間鍛造法とその装置、冷

間鍛造による内径深穴がある長尺物加工法、弁スリーブ製造

法など多数の特許を取得している。同社の強みはこれらの冷

間鍛造法に関する高い技術を駆使した高精度部品の製造にあ

り、近年は精度と強度を要求される電動パワーステアリング

用部品なども手掛けている。また冷間鍛造用の金型や検査測

定器も制作している。現下の経営上の課題は、発注元が海外進出する

と現地調達に切り替わる恐れがあることと、品質よりも価格が優先さ

れると技術力を生かせないおそれがあることである。 

 

2 国際化への取組み 

 上記の現地調達の増大傾向に対応するために国際化を考えるべき時

期にきているといえるが、日常業務と海外進出のための調査や準備は

なかなか両立しない。どちらかを任せることのできる人が必要である。

現地事情に精通していて、交渉の出来る人が欲しいところである。海外展開で基本的に重

要なのは、想定した仕事が切れ目なく確保できるかという点であろう。この点からすれば、

冷間鍛造技術を重視してくれる顧客のいるところへ出ていくべきだが、コスト競争に巻き

込まれると投資した意味がなくなるので難しいところである。 

                                                  
24 国際標準化機構(ISO)により定められた品質確保のための国際標準規格。企業は品質マネジメントシス

テム( Quality Management System)を確立し、制度化し、実施し、維持し、有効性を継続的に改善する。 
25 国際標準化機構(ISO)により定められた企業などの活動が環境に及ぼす影響を最小限にとどめること

を目的とする国際標準規格。環境パフォーマンスのレベル等を企業が自ら定め PDCA サイクルによる継

続的な改善を行う。 
26 歯筋がねじれている歯車。強度が高く滑らかに静かに回転し、減速機等に使われる。 

冷間鍛造プレス作業（同社 HP） 

特許利用ヘリカルギア（同上） 

同ピニオン（同上）
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資料１ 

 

平成 24 年度調査「地域中小企業における国際展開の取組み事例 

および課題に関する調査研究」の主要インタビュー項目 

 

＊全体で 30 分～1 時間程度 

１海外進出の経験の有無 

(1)「経験あり」の場合は、現在の状況（①順調に進んでいる、②問題あり、③撤退した） 

(2)「経験なし」の場合は、現在の状況（①一般的な関心を持っている程度、②検討を始

めた段階、③検討が進んでいる、④具体的な action 計画を持っている、④社内体制を

整え、現地と接触をしている。） 

 

2 海外進出の動機・目的 

(1)海外進出に関心を持つに至った動機・目的（FS 対象企業については省略可能） 

(2)自社の経営状況と海外進出との関連性 

 

3 海外進出に関する悩み、不安 

(1)海外進出についてどのような悩み、不安をもったか。（例：情報不足（現地市場、競合、

現地人材の質・賃金、法制度・手続・慣行など）、資金手当の見通し、海外派遣人材、パ

ートナーなど）悩み、不安が無いまたは少ない場合はその理由（事情） 

(2)悩み、不安は解消されたか。解消されない場合はどうするか。 

 

4 情報の確保と評価 

(1)海外進出の意思決定をするために重要と考えられる情報はどのようなものか。 

(2)(1)の情報をどのようにして入手したか（どうすれば入手できるか）。 

(3)不足する情報についてはどうするか。  

(4)情報の正確性・信頼性はどのようにすれば確認できるか。 

 

5 事業戦略 

(1)全社戦略における海外進出の位置づけ。自社の競争力・収益力は強化されるか（見通

し）。その根拠は何か。 

(2)自社の強みは何か。海外進出は、自社の強みを十分生かすものとなっているか。 

(3)投資限度、撤収基準はあらかじめ想定したか（想定できるか）。 

 

6 リスク 

(1)海外進出にどのようなリスクがあると考えられるか。 

(2)リスクを軽減・除去するためにどのような対策が必要と考えるか。 

(3)リスクの軽減・除去に関し必要と考えられる政策措置は何か。  

 

     以上 
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資料 2  
 

参考図書 

 

1 浅川和弘(2003)『グローバル経営入門』日本経済新聞社 

2 安室憲一(2007)『新グローバル経営論』白桃書房 

3 安室憲一・関西生産性本部(1997)『現場イズムの海外経営――日本企業・１３のケース

スタディ』白桃書房 

4 小田部正明・ｸﾘｽﾁｱﾝ・ﾍﾙｾﾝ(2001)『グローバルビジネス戦略』同文館 

5 軽森雄二(2012)『海外進出のしかたと実務知識－貿易業務から事業化調査（F/S）、現地

法人管理まで－』中央経済社 

6 越純一郎他(2012)『誰も語らなかったアジアの見えないリスク：痛い目に遭う前に読む

本』日刊工業新聞社 

7 ジェトロ(2012)『アジア主要国のビジネス環境比較』海外調査シリーズ No.387 ジェト

ロ 

8 ジェトロパリ事務所(2011)『フランスに日本を売り込め――見本市で販路開拓した中小

企業 11 社に聞く』ジェトロ 

9 丹下博文(2007)『企業経営のグローバル化研究』中央経済社 

10 中沢孝夫(2012)『グローバル化と中小企業』（筑摩選書）筑摩書房 

11 中野宏一(2006)『海外市場開拓の実務と情報収集』白桃書房 

12 中村久人(2002)『グローバル経営の理論と実態』同文館出版 

13 日経トップリーダー(2011)『なぜ中小企業の中国・アジア進出はうまくいかないのか？

－「後悔しない」成功マニュアル』日経トップリーダー 

14 額田春華他(2012)『中小企業の国際化戦略』同友館 

15 根本孝他(2004)『グローカル経営 国際経営の進化と深化』同文館出版 

16 三菱東京 UFJ 銀行国際業務部(2012)『アジア進出ハンドブック』東洋経済新報     

社 

17 有限責任あずさ監査法人企業成長支援本部(2012)『中堅・中小企業のアジア進出ガイ

ドブック』中央経済社 

18 米倉穣(2001)『21 世紀型中小企業の国際化戦略』税務経理協会 

19 鷲尾紀吉(2003)『中小企業の中国投資行動：経営行動と成果の関連分析』同友館 

 

参考資料 

1 『中小企業白書』各年版 

2 『通商白書』各年版 

3 ジェトロ(2013)『世界貿易投資報告 2012 年版』 

4 中小企業基盤整備機構経営支援情報センター(2006)『中小企業国際化支援マニュアル』 

5 中小企業事業団中小企業国際交流センター(1985､1987－1990)『中小企業海外進出事例

集』 

6 中小企業事業団中小企業国際交流センター(1991－1993)『中小企業海外投資事例集』 
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7 中小企業基盤整備機構(2009)『中小企業国際化支援アドバイス活用事例集』 

8 中小企業基盤整備機構(2008､2009)『中小企業国際化支援レポート上・下』 



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人 

中小企業基盤整備機構 

経営支援情報センター 

 

〒105‐8453 東京都港区虎ノ門３－５－１（虎ノ門 37 森ビル） 

電話 ０３－５４７０－１５２１（直通） 

URL  http://www.smrj.go.jp/keiei/chosa/ 

 

 

本書の全体または一部を、無断で複写・複製することはできません。 

転載等をされる場合は、上記までお問い合わせ下さい。 

   この報告書の著作権は、独立行政法人中小企業基盤整備機構に属します。 
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